
 

全国遺跡報告総覧シンポジウム 

 

文化遺産の記録をすべての人々へ！ 

―全国遺跡報告総覧のメリットと公開までのハードル― 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日 時：平成 28（2016）年 11月 28日（月）13:00-17:30 

  会 場：奈良文化財研究所 平城宮跡資料館講堂 

 

 

 

 
   主 催： 全国遺跡報告総覧プロジェクト 
   共 催： 国立文化財機構奈良文化財研究所 

 国立大学法人島根大学附属図書館 
後 援： 国立国会図書館 ／ 国立情報学研究所 

全国埋蔵文化財法人連絡協議会 



 



ご 挨 拶 

 
「全国遺跡報告総覧シンポジウム ―文化遺産の記録をすべての人々へ！―」の開催にあたり、

プロジェクトを代表して一言ご挨拶を申し上げます。 
発掘調査報告書をデジタル化してインターネット上に公開するプロジェクトが、中国地

方の５つの国立大学図書館によって、平成20（2008）年度に開始され、以後、７年間にわ
たるプロジェクト期間に、２１の国立大学図書館が連携するプロジェクトに拡大しました。

この間に、約14,000点の報告書がデジタル化されて公開されました。奈良文化財研究所は、
大学図書館によるこのプロジェクトの成果を引き継いで、平成27（2015）年6月に、全国
遺跡報告総覧を公開しました。 
これまでは、大学図書館が中心となって事業を推進してまいりましたが、今後は、大学

図書館と連携を保ちつつ、報告書の発行主体である文化財担当部署や埋蔵文化財センター

等のより広範な参加を得て、プロジェクトを推進していきたいと考えております。文化遺

産の貴重な記録である発掘調査報告書を、必要としているすべての人々の手に障壁なく届

けられる環境の実現が最終目標です。この「全国遺跡報告総覧シンポジウム―文化遺産の

記録をすべての人々へ！―」をとおして、発掘調査報告書のデジタル化と公開のための議

論が一層深まり、全国遺跡報告総覧が持続可能なシステムへと発展する契機となることを

願っています。 
プロジェクトの遂行にあたっては、プロジェクトに参加していただいている大学図書館

や自治体文化財担当部署ほか、多くの機関、団体、研究者の方々のご協力を頂いておりま

す。また、本シンポジウムの開催にあたって、国立国会図書館及び国立情報学研究所にご

後援いただきました。この場をお借りして厚くお礼申し上げます。 
 

平成 28（2016）年 11月 28日 
 

      全国遺跡報告総覧プロジェクト代表 
       国立文化財機構奈良文化財研究所 企画調整部長 森 本  晋 
 



 

趣 旨 

   

発掘調査報告書の電子書庫である「全国遺跡報告総覧」が昨年 6月に公開され、１年半近く
が経過しました。この間、国立文化財機構奈良文化財研究所と全国の国立大学及び地方自治体

等の報告書発行機関が連携して取り組みを進め、「総覧」から公開される報告書は徐々に増えて

きています。 
発行部数が少なく流通範囲が限られている発掘調査報告書をデジタル化して Web 公開する

ことで、これまで閲覧することが困難だった報告書も、Web上で容易に閲覧することができる
ようになりました。また、全文検索や英語自動検索などの新たな機能は、報告書の発見可能性

を飛躍的に高め、考古学研究の進展に寄与する可能性を秘めています。 
「総覧」公開のメリットは今後益々大きくなると思われますが、全国すべての地方自治体が

発行する報告書を網羅するには、まだまだ越えなければならないハードルがいくつもあります。

「総覧」に参加する機関を拡大し、公開される報告書を安定的に増やしていくためには、どの

ような将来展望と戦略が必要でしょうか。発掘調査報告書のデジタル化が果たす役割と可能性、

参加機関が「総覧」公開に至るまでに何をなさなければならないかを、基調講演や事例報告、

パネルディスカッションをとおして考えます。 
 
 

参加地域・機関一覧 

◇大学図書館運営モデル 参加府県（連携大学） 

    宮城県(東北大学)／山形県(山形大学)／秋田県(秋田大学)／茨城県(筑波大学)／富山県(富山大学) 

    新潟県(信州大学)／長野県(信州大学)／山梨県(信州大学)／滋賀県(滋賀大学)／大阪府(大阪大学) 

    兵庫県(神戸大学)／奈良県(奈良女子大学)／鳥取県(鳥取大学)／島根県(島根大学)／岡山県(岡山大学) 

    広島県(広島大学)／山口県(山口大学)／徳島県(徳島大学)／香川県(香川大学)／愛媛県(愛媛大学) 

    高知県(高知大学)／福岡県(九州大学)／宮崎県(宮崎大学)／鹿児島県(鹿児島大学総合研究博物館)  

◇自治体等直接参加モデル 参加自治体等 

    北海道 厚沢部町／北海道 奥尻町／青森県 青森市／岩手県 岩手県文化振興事業団埋蔵文化財センター 

    群馬県 前橋市／埼玉県 熊谷市／埼玉県 深谷市／石川県 野々市市／長野県 明治大学黒耀石研究センター 

    神奈川県 神奈川県考古学会／岐阜県 岐阜県文化財保護センター／岐阜県 飛騨市／岐阜県 下呂市 

    岐阜県 海津市／静岡県 静岡県埋蔵文化財センター／静岡県 浜松市／静岡県 熱海市／静岡県 磐田市 

    静岡県 伊豆の国市／愛知県 愛知県教育・スポーツ振興財団愛知県埋蔵文化財センター／愛知県 常滑市 

    愛知県 東海市／三重県 志摩市／三重県 明和町／奈良県 吉野町／兵庫県 兵庫県教育委員会文化財課 

    兵庫県 朝来市／高知県 高知県文化財団埋蔵文化財センター／福岡県 福岡市／福岡県 筑後市 

大分県 中津市／長崎県 長崎県埋蔵文化財センター／熊本県 熊本県教育委員会文化課／熊本県 御船町 

    鹿児島県 出水市／沖縄県 沖縄県立埋蔵文化財センター 



プログラム   
 
 司会 昌子喜信 島根大学附属図書館情報サービスグループ・リーダー 
 

13:00～13:10 開会挨拶 杉江実郎 島根大学附属図書館長   
 
13:10～13:20 報告 「全国遺跡報告総覧の現況―参加機関数・登録件数・利用実績の推移―」 
  矢田貴史 島根大学附属図書館企画・整備グループ ・・・ 4p 
 
13:20～13:30 報告 「全国遺跡報告総覧の現況―システムの機能改善の状況―」 

  高田祐一 奈良文化財研究所企画調整部 研究員  ・・・  7p 
 
13:30～13:45 報告 「全国遺跡報告総覧と文化財活用事業」  
  国武貞克 奈良文化財研究所都城発掘調査部 主任研究員 ・・・ 13p 
 
13:45～14:35 基調講演 「大学教育と文化財保護」 
  坂井秀弥 奈良大学文化学部文化財学科 教授  ・・・ 16p 
  

 休憩（14:35～14:50） 
 
14:50～15:10 事例報告 「長崎県における報告書のデジタル化と公開について」 
  古澤義久 長崎県埋蔵文化財センター東アジア考古学研究室  

主任文化財保護主事    ・・・ 22p 
 
15:10～15:30 事例報告 「青森市における報告書デジタル化と公開への取り組み」 
  木村淳一 青森市教育委員会事務局文化財課 文化財主査 ・・・ 27p 
 
15:30～15:50 事例報告 「秋田県におけるセルフアーカイブ移行に向けた取組について」  
  高橋 寛  秋田大学 図書館・情報推進課 総括主査（学術企画担当） 31p  
 
15:50～16:00 案内「全国遺跡報告総覧に参加するには―参加手続き・参加してからしていた

だくこと―」 
   矢田貴史 島根大学附属図書館企画・整備グループ ・・ 34p 
 

休憩（16:00～16:15） 
 
16:15～17:30 パネル・ディスカッション  
  コーディネータ： 坂井秀弥  
  パネリスト： 矢田貴史／高田祐一／ 国武貞克

          古澤義久／木村淳一／高橋　寛

 

17:30  閉会挨拶 奈良文化財研究所 企画調整部長 森本 晋 
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講 師 等 略 歴 

 

高田 祐一（たかた ゆういち） 

 奈良文化財研究所企画調整部文化財情報研究室 研究員。関西学院大学大学院文学研究科博士前期課程

修了（歴史学）。2007年株式会社日本総合研究所、2013年より奈良文化財研究所勤務。2015年より現

職。 

 主要著書・論文等：『石材加工からみた和田岬砲台の築造』（神戸市教育委員会、2015）、「発掘調査報

告書全文データベース「全国遺跡報告総覧」の開発－遺跡情報のプラットフォームを目指して」（情報処

理学会じんもんこん2015）など。 

 

 

坂井 秀弥（さかい ひでや） 

 奈良大学文学部文化財学科教授。新潟県文化財行政課、文化庁主任文化財調査官を経て 2009年より

現職。専門分野は、考古学、特に古代・中世の考古学的研究、現代社会と考古学・文化財マネジメント。 

 主要著書・論文等：『古代地域社会の考古学』(同成社)、『社会集団と政治組織』(共著、岩波書店)、『海

と城の中世』(共編著、高志書院)、『日本の史跡』(共著、名書刊行会)、『中世の越後と佐渡』(共編著、

高志書院)など。 

 

 

古澤 義久（ふるさわ よしひさ） 

 長崎県教育庁長崎県埋蔵文化財センター東アジア考古学研究室 主任文化財保護主事。九州大学文学

部人文学科卒業、東京大学大学院人文社会系研究科博士課程修了。博士（文学）。2007年長崎県教育庁

学芸文化課、原の辻遺跡調査事務所を経て、2014年より現職。 

 主要著書・論文等：「東北アジア新石器時代土器文化の交流」『韓国新石器時代土器と編年』（2014年,

ジニンジン,韓国語）、「鷹島海底遺跡出土太平通寳についての一考察」『高野晋司氏追悼論文集』（2015

年）、「壱岐島の紡錘・ケーズミ」『民具マンスリー』48-9（2015年）等 
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木村淳一（きむら じゅんいち） 

 青森市教育委員会事務局文化財課 文化財主査。金沢大学文学部史学科卒。1995 年青森市教育委員会

生涯学習部社会教育課埋蔵文化財対策室を経て、2007 年から現職。 

 主要著書・論文：「青森・高間（六）遺跡」『木簡研究』（2002 年）、「新田(1)遺跡-北限の木簡-」『考古

学ジャーナル』No.531(2005 年)、「日本海域における古代の祭祀-木製祭祀具を中心として-「東北地

方（米代川流域～津軽）」『石川県埋蔵文化財情報』第19 号（2008 年）、「青森市石江遺跡群の特質」

『古代末期・日本の境界-城久遺跡群と石江遺跡群-』(2010 年)、「青森市高屋敷館遺跡周辺の方形区画に

ついて」『金沢大学考古学紀要』第37 号(2015 年)など。 

高橋 寛（たかはし ひろし） 

 秋田大学 図書館・情報推進課 学術情報サービスグループ総括主査。弘前大学附属図書館、秋田工

業高等専門学校図書館、秋田大学附属図書館医学部分館等を経て2011 年より現職。 

 主要著書・論文等：「電子ジャーナルと電子図書館―高専図書館の今後に向けて―」『峰窓』 

No.11(2001.3)，『情報探索ガイドブック』（秋田大学附属図書館 2016）など。  

国武 貞克（くにたけ さだかつ） 

 奈良文化財研究所都城発掘調査部 主任研究員。2004年東京大学大学院人文社会系研究科博士課程修

了。日本本学術振興会特別研究員、奈良文化財研究所研究員、文化庁記念物課文部科学技官、同文化財

調査官を経て、2016年から現職。 
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全国遺跡報告総覧の現況
-参加機関数・登録件数・利用実績の推移-

島根大学附属図書館
企画・整備グループ 矢田 貴史

全国遺跡報告総覧シンポジウム
「文化遺産の記録をすべての人々へ-全国遺跡報告総覧のメリットと公開までのハードル」

2016(H28)年11月28日

報告

1

遺跡資料リポジトリ・プロジェクトとは

¾ 発掘調査報告書を全文電子化して、大学等に設置したリ
ポジトリ・サーバにアーカイブし、Web上で無償公開
する取り組み

¾ 国立情報学研究所(NII)の最先端学術情報基盤整備(CSI)
委託事業として、2008年度に中国地方の国立5大学で
スタートしたプロジェクト

¾ 大学図書館と自治体等の
文化財担当部署との連携事業

http://rarcom.lib.shimane-u.ac.jp/

2

遺跡資料リポジトリから全国遺跡報告総覧へ

¾ 全国遺跡報告総覧
・全国遺跡資料リポジトリ・プロジェクトの後継事業として、そ
れまで分散構築していたシステムとそのデータを統合した上で、
奈良文化財研究所に移管したもの

¾ 旧プロジェクトの抱えていた課題
・参加地域の伸び悩み(大学側の事情／自治体側の事情)
・運用コスト(人的体制／システム／経費）
⇒事業の発展性・継続性を担保できない

¾ 総覧に寄せる期待
・システム統合によるスケールメリット
・参加機関・登録件数の拡大

3

大学運用モデルの限界

可視性・利便性向上／
新たな研究領域

プロジェクトの歩み(2008-2010年度)

年度 主なトピック

2008(H20)年度
¾ 中国地方５県域(大学)で遺跡資料リポジトリの運用開始
¾ メタデータの収集・作成開始(奈文研とも連携)
¾ 報告書の電子化開始(NII:国立情報学研究所のCSI委託事業費)

2009(H21)年度
¾ 12府県域(大学)へ拡大
¾ 横断検索・全文検索などシステム改修
¾ 報告書の電子化(CSI事業費／科研費)

2010(H22)年度
¾ 20府県域(大学)へ拡大
¾ NII共同サーバ上にシステム構築(新規参加大学向け)
¾ オープンカンファレンス開催(2010.12@大阪)
¾ 報告書の電子化(CSI事業費／科研費)

4

この時点では、サーバも大学
毎に維持管理

プロジェクトの歩み(2011-2013年度)

年度 主なトピック

2011(H23)年度

¾ 自治体セルフ・アーカイブ移行のためのシステム改修
¾ 全国の自治体にアンケート調査を実施
¾ プロジェクトが推進する電子化仕様を公開
¾ ワークショップ開催(2010.11＠東京／同.12＠福岡)
¾ 報告書の電子化(CSI事業費)

2012(H24)年度

¾ CSI委託事業最終年度
¾ 22府県域(21大学)へ拡大
¾ 報告書の電子化(CSI事業費／科研費)
¾ 奈文研と広域モデル実証実験開始
¾ シンポジウム開催(2012.11＠福岡)

2013(H25)年度 ¾ 報告書の電子化(科研費)
¾ 奈文研とシステム移行に向けた協議開始

5

発行機関の直接
参加が可能に！

プロジェクトの歩み(2014-2016年度)

年度 主なトピック

2014(H26)年度 ¾ 連携大学実務者会議でシステムの統合・移管が決定(2014.11)
¾ 旧システムの凍結及びシステム移行作業(2014.12～)

2015(H27)年度

¾ 連携大学による新システムの検証(負荷テスト等)
¾ 全国遺跡報告総覧の公開(2015.6)
¾ データ登録再開(2015.8)
¾ 登録件数が15,000件に(2015.10)
¾ シンポジウム開催(2016.2＠奈良)
¾ CiNii Booksとの連携開始(2016.3)

2016(H28)年度
¾ 英語自動検索機能公開のお知らせ(2016.8)
¾ イベント情報の登録機能を追加(2016.9)
¾ シンポジウム開催(2016.11＠奈良)

6

公開時点
14,374冊

4

報告　矢田貴史



プロジェクト連携大学

7

<2016年11月現在>

¾ 東北大学（宮城県）※埋蔵文化財調査室

¾ 山形大学（山形県）
¾ 秋田大学（秋田県）
¾ 筑波大学（茨城県）
¾ 富山大学（富山県）
¾ 信州大学（長野県／山梨県／新潟県）

¾ 滋賀大学（滋賀県）
¾ 大阪大学（大阪府）
¾ 神戸大学（兵庫県）
¾ 奈良女子大学（奈良県）
¾ 鳥取大学（鳥取県）
¾ 島根大学（島根県）

¾ 岡山大学（岡山県）
¾ 広島大学（広島県）
¾ 山口大学（山口県）
¾ 徳島大学（徳島県）
¾ 香川大学（香川県）
¾ 愛媛大学（愛媛県）
¾ 高知大学（高知県）
¾ 九州大学（福岡県）※直接登録移行済

¾ 宮崎大学（宮崎県）
¾ 鹿児島大学（鹿児島県）※博物館

⇒徐々に発行機関による直接登録へ移行中

直接参加(登録)している発行機関
北海道厚沢部町 岐阜県 下呂市 兵庫県 朝来市★

北海道 奥尻町 岐阜県 海津市 広島県 広島市★

青森県 青森市 静岡県静岡県埋蔵文化財センター 香川県香川県埋蔵文化財センター★

岩手県岩手県埋蔵文化財センター 静岡県 浜松市 香川県 高松市★

秋田県 大館市★ 静岡県 熱海市 高知県高知県埋蔵文化財センター★

宮城県 七ヶ浜町★ 静岡県 磐田市 福岡県 福岡市★

群馬県 前橋市 静岡県 伊豆の国市 福岡県 筑後市

埼玉県 熊谷市 愛知県愛知県埋蔵文化財センター 大分県 中津市★

埼玉県 深谷市 愛知県 常滑市 長崎県長崎県埋蔵文化財センター

石川県 野々市市 愛知県 東海市 熊本県 熊本県教育委員会

長野県明治大学黒耀石研究センター★ 三重県 志摩市★ 熊本県 御船町

神奈川県神奈川県考古学会★ 三重県 明和町★ 宮崎県宮崎県立西都原考古博物館★

岐阜県岐阜県文化財保護センター 奈良県 吉野町★ 鹿児島県出水市

岐阜県 飛騨市 兵庫県 兵庫県教育委員会 沖縄県沖縄県立埋蔵文化財センター
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<2016年11月現在>

★印は総覧公開後に参加した機関
※事務局で把握している機関のみで、現時点ではデータ未登録の場合もあります。

登録件数の推移
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(10月末時点)
累積 年度毎

システム移管のため
新規登録を一時停止

プロジェクトでの電子化事業を縮小

年間2,000冊を
超えるペース！

利用状況の推移
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（4-10月）
アクセス数 ダウンロード数

アクセス数の減少は、報告書毎
の詳細ページにいかなくても、
検索結果一覧画面から直接PDF
ファイルをダウンロードできる
ようにしたためと思われる。

堅調な利用を維持している。利用を
さらに伸ばすには、認知度や利便性
の向上も必要だが、参加機関と登録
数の増加が必須。

年間80万
回を超える
ペース

外部サイトからのアクセス状況
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1位 Google検索
2位 Yahoo検索
----------------------------
3位 遺跡資料リポジトリHP
4位 Bing検索(Microsoft)
5位 Facebook
6位 ドコモDメニュー
7位 CiNii

奈文研のFacebookページ？

ドコモのスマホやタブレット？

CiNii Booksとの連携効果が徐々に表れている

DLランキング(TOP1～10)
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書名 発行機関 ファイル数 DL回数

1 御幸木部遺跡群 熊本県教育委員会 1 49,365*

2 唐古・鍵遺跡I 範囲確認調査 田原本町教育委員会 28 2,343

3 史跡松前氏城跡 福山城跡 館城跡 厚沢部町教育委員会 1 2,192*

4 高原町祓川・狭野の神舞（神事）
本文編

宮崎県西諸県郡高原町教
育委員会 2 1,877*

5 田柄貝塚 宮城県教育委員会 20 1,675

6 出雲神庭荒神谷遺跡 島根県教育委員会 15 1,650

7 史跡津山城跡保存整備事業報告書 津山市教育委員会 11 1,630

8 高安古墳群 芝塚古墳 財団法人八尾市文化財調
査研究会 1 1,543*

9 山形県中世城館遺跡調査報告書 山形県教育委員会 3 1,446

10 荒尾南遺跡Ｂ地区Ⅱ 岐阜県文化財保護センター 23 1,431

※DL回数に＊（アスタリスク）のあるものは、短期間に極端に多くのダウンロードがあったもの
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DLランキング(TOP11～20)
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書名 発行機関 ファイル数 DL回数

11 瑞王寺古墳 筑後市教育委員会 1 1,421*

12 山持遺跡 Vol.８ (６，７区) 島根県教育庁埋蔵文化財
調査センター 24 1,387

13 蔀屋北遺跡Ⅰ 大阪府教育委員会 17 1,355

14 若林城跡 仙台市教育委員会 24 1,303

15 松江東工業団地内発掘調査報告書 松江市教育委員会 12 1,198

16 東北新幹線関係遺跡調査報告書 宮城県教育委員会 4 1,082

17 仙台旧城下町に所在する民俗文化財
調査報告書仙台の正月飾り 仙台市教育委員会 1 1,016

18 金蔵山古墳 岡山市教育委員会 1 1,014*

19 小山崎遺跡発掘調査報告書 山形県遊佐町教育委員会 7 956

20 長野県の中世城館跡 長野県教育委員会 4 938

※DL回数に＊（アスタリスク）のあるものは、短期間に極端に多くのダウンロードがあったもの

DLランキング(TOP21～30)
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書名 発行機関 ファイル数 DL回数

21 下老子笹川遺跡発掘調査報告 財団法人富山県文化振興財団埋
蔵文化財調査事務所 13 917

22 唐渡宮 富士見町教育委員会 3 907

23 美作国の山城改訂版 津山市教育委員会生涯学習
部文化課 1 863

24 加茂岩倉遺跡 島根県埋蔵文化財調査センター 13 858

25 漆下遺跡 秋田県教育委員会 21 843

26 重要文化財備中松山城天守及び二
重櫓保存修理工事報告書 岡山県高梁市教育委員会 1 788

27 阿弥陀寺遺跡 財団法人愛知県埋蔵文化財
センター 30 778

28 牛窓町古墳図 邑久町 1 748

29 青木遺跡II弥生～平安時代編 島根県埋蔵文化財調査センター 9 737

30 下山門遺跡 福岡市教育委員会 1 733

参加機関・登録件数の拡大に向けて

¾ 総覧は、考古学のみならず人文科学分野においても大き
なインパクトのある事業であり、特定分野に特化した全
文データベースとしては、国内でも数少ない成功事例。

¾ 検索機能などシステム面での改修も積極的に行っていく
が、何より大切なのはコンテンツの充実。

¾ 総覧による報告書公開をチャンスと捉え、ぜひ参加の検
討（そして積極的な登録）を！

15

文化遺産の記録をすべての人々へ！
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全国遺跡報告総覧の現況―システムの機能改善の状況― 

高田祐一（奈良文化財研究所） 

１．システムの機能改善の目的 

①利用者およびデータ提供者の利便性向上 
②学術情報流通の円滑化・ネットワーク化 
③単に PDFを公開している段階から、データ統合のメリット（次世代の機能・考古学ビ
ッグデータ） 

 

 

２．利用者およびデータ提供者の利便性向上 

 一般利用者には、ストレスレスでシステムをより使いやすくする。データ提供者に

は、利用実績を可視化し、自機関HPに誘導し詳細情報を提供することで、新たな価値
を見出してもらうことが肝要である。英語自動変換機能は、日本考古学の成果を海外に

発信する重要な入口となることを期待している。 
 

１）利用者：注目コンテンツ機能 
  ・１か月あたりにダウンロード数が多かった報告書を一覧表示する機能。 
  ・全国遺跡報告総覧プロジェクト実務者会議等でのアンケート調査で要望が多かった機

能。 
・報道等でダウンロード数が跳ね上がる傾向。ある事例では、発掘調査の成果を報道発表

後、数十しかなかった報告書のダウンロードが 700件以上ダウンロードされる。該当
ページの表示も 2700回を超える。80年台に発行され、閲覧機会が多くはなかった報
告書が新しい成果によって再び注目された。 

２）利用者：英語自動変換機能 
  ・2016年８月 24日に公開した英語で検索できる機能。 
  ・埋蔵文化財行政の着実な推進によって、膨大な発掘報告書が発行され、長年にわたる日

本考古学の研究蓄積がある。 
  ・しかし、発掘報告書は、発行部数が少なく海外の図書館にはほとんど収蔵されていな

い。 
  ・日本の発掘報告書を閲覧するには、日本語の習得が必要になるが、海外の利用者の日本

語習熟レベルは様々。 
  ・全国遺跡報告総覧の英語検索画面にて、英語の考古学用語を検索ワードとした場合、日

本語の考古学用語に自動変換したうえで、類語を含めて検索（図１）。 
・システム内部に日英の和英対照の考古学用語（5426 用語）と日本語の類語を保持して
おり、自動検索に使用。 
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・自動変換機能によって、日本語の考古学用語を知っていない場合でも、英語で日本の

発掘報告書を調べることが可能に。 
・海外に向けた日本考古学の成果発信に一助となり、日本研究に興味がある海外の利用

者に、より手軽に発掘調査報告書を閲覧できる環境となる。 
３）提供者：利用実績統計機能 

  ・自機関の登録済み報告書について、報告書毎のダウンロード数等を確認できる。 
・時間推移による変化などグラフ表示が可能（図２）。 
・直接参加機関のみの機能。 
４）提供者：イベント情報登録機能 

  ・自治体・法人調査組織等の埋文活用事業のイベントを全国遺跡報告総覧に登録し公開

できる機能を 2016年９月 26日に公開した。 
・都道府県ごとに表示できる。 

  ・イベント情報には、ポスター画面や自機関のロゴを登録できる。イベント詳細は自機

関 HPへ誘導することで、新たな人の流れを作り出す（図３）。 
・直接参加機関のみの機能。 

 

 

３．学術情報流通の円滑化・ネットワーク化 

インターネット上で情報を公開する際には、いかにして情報をみつけてもらい、情報

活用してもらうかが重要な課題である。既に確立している図書情報の巨大な流通基盤等

と連携することにより、国内外で円滑な情報流通が可能となる。 

 

１）CiNiiBooksとのデータ連携 
  ・2016年３月 23日より機能を公開。CiNiiBooksとデータ連携。 

・CiNiiBooksとは、国立情報学研究所が運営している図書・雑誌などの学術情報で検索
できるデータベース・サービス。全国の大学図書館など約 1200館が所蔵する 1100万
件（のべ１億３千万冊以上）の本の情報や、著者の情報を検索することができる。 

  ・CiNii Books の検索結果画面から奈良文化財研究所の全国遺跡報告総覧に画面遷移
し、収録する発掘調査報告書の PDF をダウンロードできるようになった（図４）。 

  ・全国遺跡報告総覧を知らなくとも、報告書データにアクセスできる環境。 
  ・国立国会図書館とは、JAIRO（学術機関リポジトリに蓄積された学術情報を横断的に

検索できるサービス）を通じてデータ連携済み。 
２）ディスカバリーサービスとのデータ連携 
・ディスカバリーサービスの Summon（ProQuest社）とは 2015年 9月にデータ連携。

Summonから全国遺跡報告総覧を検索できる。 
・EBSCO Discovery Service (EDS)とは、現在調整中。年内、連携開始予定。 
・ディスカバリーサービスは国内外の大学・研究機関で採用されており、より情報を見つ

けてもらいやすくなる。 
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・ディスカバリーサービス 
図書館が提供する様々なリソースを同一のインターフェイスで検索できるサービスのこ

と。情報の「Discovery（発見）」を支援するサービスという意味がある。通常は、
OPAC（オンライン蔵書目録）、電子ジャーナル、データベース、機関リポジトリ等、
収録対象や検索方法が異なるリソースを使い分ける必要があるが、ディスカバリーサー

ビスにおいては、これらを一括検索することができる。 
 （文部科学省WEBサイト用語解説

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/toushin/attach/1301655.ht
m） 

 
  
３．次世代の機能・考古学ビッグデータ 

全国遺跡報告総覧の大きな特徴に、統合された巨大なデータをあげることができる。

2016年 11月 10日時点で、文字数が 13億６千万文字、PDFページ数が 206万ページであ

る。既に人間１人で可読できるデータ量を超えている。 

総務省によると、2020年には市街地を走れる自動走行車が実用化し、AIの自律的な行

動計画が可能になる（行動とプランニング）。そして 2030年には、遠隔操作型ヒューマ

ノイドロボット技術が実用化され、自動走行車が完全自動で走行し、人工知能が人間と

自然な会話ができるようになるという（総務省「通信自由化以降の通信政策の評価と ICT

社会の未来像等に関する調査研究」平成 27年）。 

高度な情報化技術が実用化されていく未来において考古学情報のあり方を考えた時

に、全国遺跡報告総覧の持つ考古学ビッグデータが、考古学の学術的深化や文化財保護

行政の発展に寄与する可能性は大きいと考える。 

 

１）言語統計処理 
  ・全国遺跡報告総覧では、全文検索が可能である。しかし、報告書では冒頭で遺跡周辺の

歴史的経緯や調査経緯を記述することが多い。当該報告書と直接的に関係ないワードが

あるため、全文検索時の一種のノイズとなる。 
  ・ノイズの対応のため、当該報告書のテキストデータについて、文章中によくでる頻出語

や特徴的な語を統計処理し、数十の用語を抽出し、表示させる（発掘・調査などの汎用

的な語は除外する）。 
  ・これらの頻出語や特徴語を対象にした検索機能を実装することで、より高精度な検索が

可能となる。 
２）画像認識 

  ・報告書は、テキスト情報と画像（写真・図面）情報で構成される。 
  ・報告書から画像情報を抽出し、集約することで次のことが可能となる。 

① 画像を検索に使用 → 類似画像を結果として返す 
② テキスト情報（特徴）を入力 → テキストから連想する画像を結果として返す 
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・この画像認識機能によって、例えば一般の方が遺物を表採し、遺物写真や特徴をシス

テムに入力することで、類似の結果を返すことができる。 
 
４．おわりに 

・利用者、データ提供者にとっての利便性を向上させることで、使ってもらえるシステムと

する。 
・インターネット上で情報公開し、活用してもらうには、既存の巨大な情報流通基盤と連携

することが重要。 
 ・未来の考古学情報のデータのあり方を考える必要がある。 
 ・データベースは、データが多いほど重要性を増す。全国遺跡報告総覧にデータ登録するメ

リットを今後も模索していく。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図２ 利用統計画面 図１ 英語自動変換機能 
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図４ CiNiiBooks画面 
全国遺跡報告総覧へのリンクが表示 

図３ イベント情報公開機能 

自機関のロゴおよびURLリンク 

を登録可能 
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全国遺跡報告総覧と文化財活用事業 

 

国武貞克（奈良文化財研究所 

都城発掘調査部主任研究員） 

 

１．埋蔵文化財活用事業の情報発信の現状 

 文化財活用事業のうち、発掘調査報告書に関連のあるのは埋蔵文化財の活用事業である。

今回、全国遺跡報告総覧に直接参加している機関限定の特典ではあるが、総覧のトップペー

ジから、埋蔵文化財活用事業の情報が登録できるようになった。この意義は、埋蔵文化財保

護行政の上でも非常に効果の大きな機能である。そのため、その効果について簡単に述べて

みたい。 

埋蔵文化財活用事業は、地域住民からみると文化的な行政サービスのひとつであり、行政

からみると記録保存された埋蔵文化財の価値を地域に還元する大切な機会である。活用事

業を通して地域住民のニーズに応えることが出来ていれば、日々の埋蔵文化財保護行政に

不可欠な住民の理解が得やすくなり、円滑な保護行政の遂行が可能となる。目的は市民への

成果還元、まちづくりへの素材提供であるため、地域住民の満足度と保護行政の円滑運営は、

相乗的に高まるものである。この点から、埋蔵文化財保護行政の円滑な運営にとって、埋蔵

文化財活用事業を継続的に行うことは必須となっている。 

そこで広報が大切になるが、多くの場合、自治体等主催機関のホームページで告知をして

いると思われる。また機関発行の広報誌やチラシを作成して公共施設を拠点に配布すると

いうことも一般的に行っていると思われる。地域住民が主な対象となるために、これらは基

本的に不可欠な媒体である。 

さらに広報範囲を拡大して情報発信をしている事例もある。新潟県では、「新潟まいぶん

ナビ」により、県および市町村の活用事業をすべて掲載する情報誌を年に 2 回発行してお

り、画期的な取り組みである（写真）。さらに県を越えて地域ブロックとして広報する事例

もある。関東地方では、全国埋蔵文化財法人連絡協議会の関東ブロックの協議会が、加盟機

関の活用事業を統合して広報し、「関東考古学フェア」として一連の広報を行っており、非

常にዲホを博している。機関を越えた連携事業により広報効果を高めており、注目される事

例である。 

 

２．埋蔵文化財活用事業の情報集約の必要性 

ところで、これら埋蔵文化財活用事業の情報を、全国レベルで一か所に集めて閲覧できる

情報源はこれまでになかった。利用者側からみると、埋蔵文化財に接してみたいと思ったと

きに、近くの機関の広報誌やホームページにその情報が載っていればちょうど良いのだが、

そういつも開催しているわけではないかもしれない。ホームページや単独機関の広報誌、チ

ラシは必須媒体ではあるものの、特定の情報を求めるユーザーにとっては受け身とならざ
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るを得ない情報源である。そこで、全国規模で活用事業の開催情報を蓄積しているサイトが

あれば、ユーザーは能動的に検索ができるため、求める情報に的確にたどり着くことができ、

埋蔵文化財に触れてもらえる機会が増大するに違いない。また提供側にとっても周辺自治

体等の限定された範囲の類例しか得られない現状から、全国の埋蔵文化財活用事業の動向

が得られるようになるだろう。そうなれば効果的な事業展開が可能となるだろう。 

 また、いま現在全国で埋蔵文化財活用事業が、何件行われているのか把握する方法はない。

国庫補助を受けて実施される埋蔵文化財活用事業の事業主体は年間で 200 機関程度だが、

そこで行われている活用事業の総数は不明である。さらに、国庫補助を受けないで行われる

事業はたくさんあるだろう。現地説明会の総数も把握できていない。そこで今後は、このシ

ステムに情報の蓄積が進めば、活用事業そのもののデータベースが構築されることになる。

開催地域や開催日程ばかりでなく講演会、体験学習、現地説明会、展示会などという活用事

業の種別などでも分類して検索、表示できるようにする予定である。ユーザーにとっても好

みの活用事業を選べるばかりでなく、提供側にとっても様々なアイディアを得ることがで

きる。さらに、経年でデータを分析すれば、どのような事業が効果的であったかという事業

効果の検証も可能になるだろう。 

 埋蔵文化財活用事業の提供側にとっても不可欠な機能であり、発掘調査報告書のデータ

ベースに匹敵する価値をもつデータベースに成長すると考えられる。 

 

３．埋蔵文化財活用事業の効果促進 

 全国遺跡報告総覧は、奈良文化財研究所での運用開始から 1年半が経過したが、現在では

1ヶ月で 100万回以上閲覧されるシステムになった。月間 100万件というこの閲覧数（ペー

ジ閲覧数）は、埋蔵文化財の世界では他に類のない規模の数字であるが、今後、報告書の登

録件数の増加とともに、さらに伸びる見込みである。全国六千人弱の埋蔵文化財専門職員と

歴史・考古学の学界、専攻学生だけでは、この数字は説明できないので、一般の方によるか

なりの数の閲覧が想定される。それは、マスコミで発掘調査成果が大きく報道されると、そ

の遺跡の過去の発掘調査報告書の閲覧数が一時的に急激に伸びる傾向からみても、一般の

方の貢献が大きいものと考えられる。 

このように、埋蔵文化財に何らかの関心をもつユーザーが月間 100 万回以上閲覧するこ

のシステムに、自機関の活用事業の情報を掲載する意義と効果については、改めて述べるま

でもないだろう。 

 

４．発掘調査報告書活用促進の相乗効果 

 全国遺跡報告総覧の中に、発掘調査報告書の全文検索データベースと活用事業のデータ

ベースが同居することによる相乗効果が期待される。これまで別の課題と考えられてきた

報告書の活用促進と、埋蔵文化財活用事業の情報発信が、全国規模で一体化されるのである。

発掘調査報告書を見に来たユーザーが、同じ関心に基づいて、さらなる詳しい情報を求めて、
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その遺跡の所在する自治体周辺での活用事業、例えば講演会や展示会の情報を探すことも

十分にあり得るだろう。また逆に、活用事業の情報を求めるユーザーが、活用事業で接した

遺跡の報告書を検索・閲覧することもあり得るだろう。 

 このように、これまでにない新しい情報の動きを促進するため、双方のメリットを高める

相乗効果が期待される。 

 

５．所蔵施設訪問機会の拡大 

活用事業のページには、自機関のホームページアドレスをロゴマークで載せることが出

来る。全国遺跡報告総覧には概要を載せておき、活用事業の詳しい情報を載せている自機関

のホームページに誘導する。つまり埋蔵文化財活用事業の情報についても発掘調査報告書

と同様に、全国遺跡報告総覧を情報の入り口として位置づけ、詳しい情報を自機関のホーム

ページに掲載して誘導する。これにより、自機関のホームページと全国遺跡報告総覧の役割

分担を明確化することができるうえに、自機関のホームページの訪問数も伸ばすことがで

きる。埋蔵文化財センターなど保管施設のホームページに誘導されたユーザーは、活用事業

はもちろん、施設内の展示や図書利用などの情報を得ることができるため、それがきっかけ

となって保管施設への実際の訪問へと結びつく場合もあるだろう。 

このように埋蔵文化財活用事業の情報検索、報告書電子データの閲覧検索、保管施設への

ユーザーの来館という新しい循環を生み出すことが、全国遺跡報告総覧の当面の目標であ

る。全国遺跡報告総覧は、全国の埋蔵文化財活用事業の一層の促進に欠かせないツールにな

る可能性を十分にもっている。 

 

【新潟まいぶんナビ 平成 28 年度春夏号表紙（新

潟県教育委員会編集・発行）新潟県ホームページよ

り転載】 

新潟県内の埋蔵文化財活用事業をすべて網羅した

定期刊行物。全国的に見ても、県・市町村ともに埋

蔵文化財活用事業が盛んな新潟県ならではの発想

で作成されている情報誌。魅力的な誌面と紙媒体の

安心感により子供からお年寄りにまで好評。観光振

興や学校教育とよく連携し、県民への強力な情報発

信源となっている。埋蔵文化財活用事業についての

情報発信の先駆的かつ画期的な成功事例といえる。

全国遺跡報告総覧では「デジタル版にっぽんまいぶ

んナビ」を目指している。 
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全国遺跡報告総覧ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 

奈文研 2016.11.28 

大学教育と文化財保護 ―発掘報告書をめぐって― 

坂井秀弥（奈良大学文化財学科） 

１．奈良大学の文化財学科と図書館の報告書 

１）文化財学科創設（1979）の目的 

・考古学（埋蔵文化財）を中心とした文化財担当者の育成（開発事業に伴う発掘調査の急

増とその調査担当者不足）。全国初の「文化財学科」が誕生。 

・多くの卒業生が全国各地の地方公共団体等で発掘調査や各種文化財の保護にあたる。 

２）大学図書館における発掘報告書のあり方 

・図書館における考古学・発掘報告書等の充実した蔵書群（水野正好先生の功績） 

・2014 年、日本考古学協会蔵書の受贈決定（奈良大学図書館『みささぎ』23） 

・開架式書架における自由な閲覧と開放的な利用環境（保管スペースの確保が問題） 

 

２．全国の大学における考古学教育 

１）文化財行政担当者の専門分野 

  ・全都道府県と 2/3 の市町村に埋蔵文化財の担当者が在職（世界に誇る体制）。担当者は

遺跡の発掘調査が大きな職務であり、大半が大学で考古学を専攻した者である。 

・市町村を中心に他の文化財全般も担当している場合が一般的であり、考古学の担当者が

全国の文化財保護全般を支えているのが実態。 

２）考古学専攻の設置 

  ・1980 年前後に各地の国立大学で設置が進み、その後私立大学でも増加した。 

・教員数 1名・2 名の小規模のところが多い（欧州は全般に大規模）。 

・大学には行政の記録保存調査に懐疑的な考えから、行政と距離をおく傾向があった。 

・歴史が浅いところでは、報告書が充実していないところが多いものと推測される。 

３）就職の動向と考古学教育 

  ・1990 年代は発掘調査の激増に応じて、全国の自治体に配置が急速に進む。 

  ・中堅以上の現担当者は、行政の発掘現場に参加して考古学の面白さをおぼえ、実務を修

得した。大学では実習の授業があるとはいえ、発掘調査等の実務教育は容易ではない。 

・2000 年代には調査減少に伴い採用が激減したため、それに応じて専攻生も減少した。 

 ・ここ 2･3年、担当者の世代交代が急速に進展し、後継者の人材不足が深刻になってい

る。40代後半以上が 7 割近くを占めるものと推定される。 

  ・担当者の人材不足が日本考古学協会の奈良大会 2015、研究環境検討委員会で検討さ

れ、埋蔵文化財行政と考古学の大学関係者にこの問題が共有されてきている。 

基調講演　坂井秀弥
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 ・文化庁が大学との連携提言と学生向け説明会を実施（奈良大学 28.1 に説明会の実施）。 

  ・近畿地方で大学間と行政との連携の試みが始まる（近畿地区考古学大学連絡協議会）。 

 

３．文化財担当者養成における発掘調査報告書の意義 

１）文化財担当者に必要な知識・能力 

  ・担当者には発掘調査と報告書作成のための考古学の知識・技術が不可欠であり、学生は

講義・実習、卒論・修論などを作成する過程において、こうした考古学の調査・研究の

基本・基礎を修得する。 

  ・埋蔵文化財以外の各種文化財の保存・活用においても、対象となる資料の時代や性格な

どの学術的価値を明らかにすることが必要であり、大学で修得した考古学の基本・基礎

が、他分野への基礎的な対応を可能とする。 

２）考古資料と発掘報告書 

・考古資料の基本は、発掘された遺構と遺物で、現状では大半が記録保存に伴うものであ

る。この資料は活用されて初めて社会的な意義をもつ（記録保存の正当性）。 

  ・遺物は保存されている実物の利用も重要であるが、まずは報告書のデータをもとに収

集、分析することが出発点となる。 

  ・膨大な発掘調査件数と出土量の中から、必要な情報を網羅的に抽出することは、報告書

原本があったとしてもその検索は相当の労力を要する。そもそも原本がない場合はそれ

が不可能である。ここに「全国遺跡報告総覧」のきわめて大きな意義がある。 

  ・全国のデータが網羅されているかどうかは、教育・研究の成否に大きく影響することか

ら、今後、全国でデータの提供と蓄積が推進されることがきわめて重要である。 

 ３）報告書における原本とデジタルの関係 

・検索などの活用においてはデジタルデータが優れている点は多いが、課題もある。両者

には精度（解像度）の差があり、実測図などの利用は原本が必要。 

・原本はめくりながら様々な情報が目に入り、その遺跡について幅広く情報を集めること

に有利である。 

・検索して収集したデータをより有効に活用するために原本の利用も不可欠である。その

ような場合は奈良大学図書館が便利。所蔵されていない場合も他の図書館から借用する

ことも可能である。 

 ・発掘報告書を豊富に所蔵する埋蔵文化財センターなどの充実が今後も必要である。 

 

４．おわりに 

 ・文化財の保存・活用は、よりよい地域社会の形成において重要な課題である。 

・それを行政で直接担う担当者の養成は、大学の考古学教育の成否に深く関わっている。 

 ・これまでの膨大な考古学における調査・研究の蓄積を生かすためには、膨大な数量の発掘

報告書を有効に活用するための全国遺跡報告総覧の充実がきわめて重要である。 

基調講演　坂井秀弥
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奈良大学図書館は、2014 年、日本考古学協会所蔵の図書 62,500 冊余りを受贈することとなりました。

すでに36,000冊ほどが配架され、2017年には作業完了の見込みです。

日本考古学協会は、会員数約4200人を擁する、考古学では最大の学会です。その設立は1948年、戦後

日本の考古学の出発点となった静岡県登呂遺跡の発掘が契機です。見つかった弥生時代の集落・水田は、

敗戦により自らの歴史を失った国民にとって、確かな足跡を証明するものであり、新鮮な歴史の象徴で

もありました。

協会図書は、その約２/３が、全国自治体等の発掘調査報告書と一般図書類であり、残りが各種学会・

研究会の約1,600種類もの逐次刊行物です。これらは協会設立以来、会員と関係機関から寄贈されたもので、

関係者にとっては特別の財産ともいえ、希少な登呂遺跡の報告書等も含まれています。それが本学に寄

贈されるに至った経緯には、紆余曲折がありました。

図書は1975年から千葉県市川市立考古博物館で保管されていましたが、全国的な発掘調査の急増や研

究の進展に伴い、その数量は急増し、博物館が満杯となった2000年からは、埼玉県内の貸倉庫に保管さ

れてきました。この状態では閲覧などの活用もままならず、協会は2006年に委員会を立ち上げてその取

扱いを検討し、公的施設に一括寄付することとなりました。

2010年5月の総会で、寄贈先が英国のセインズベリー日本芸術研究所に決まると、会員から強い反対

意見が出されました。反対声明は「協会に蓄積された図書は、敗戦後日本考古学の歩みをたどることが

できるかけがえのない“原本”群であり、それ自体が文化財です。安易に文化財を海外放出させるべき

ではありません。」とありました。同年10月にはその決定が覆り、マスコミでも話題になりました。再度、

寄贈先を公募することとなり、本学は2012年の予備調査、翌年の公募に応募しました。競争相手があっ

たと聞きますが、本学図書館は考古学関係の図書も豊富で、開架書庫での充実した閲覧サービスで定評

もあり、多くの関係者から決定に安堵の声をいただきました。

協会図書は今後も継続して寄贈を受けることとなっています。

それにより全国の報告書はもとより、入手しにくい各地の同人誌

的な雑誌が今後も揃うことになります。日本は世界屈指の発掘調

査量を誇り、考古学の成果はきわめて膨大です。本学図書館が果

たす役割は日本のみならず世界の考古学においても大きいといえ

るわけです。

日本考古学協会の図書とその受贈
　　　　　　　　　　　　　　　文学部文化財学科教授　坂　井　秀　弥

現在、一階集密書架に配架中

みささぎ
奈良大学図書館報

第23号
2016.  ７
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考古学の専攻・コースの設置

考古学専攻学部生の推移（全年度回答）
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学生総数（学部・院生）と就職率

大学と行政・地域との連携
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大学生及び大学院生のみなさんを対象に、埋蔵文化財保護行政の業務についての説明会を
行います。年間8,000件も行われ、時として日本の歴史を書きかえるような大発見もある発掘調
査。埋蔵文化財保護行政の意義と重要性、そして、仕事の内容と魅力など、発掘現場の最前線
で頑張っている専門職員の生の声をお伝えします。是非、ご参加ください。

［主 催］ 文化庁・奈良大学
［協 力］皇學館大学文学部考古学講座課程、三重大学人文学部、滋賀県立大学人間文化学部地域文化学科考古学研究室、京都大学大
学院文学研究科考古学研究室、京都橘大学文学部歴史遺産学科･大学院文学研究科、京都府立大学文学部歴史学科、同志社大学考古学研
究室、花園大学考古学研究室、佛教大学歴史学部、立命館大学文学部考古学・文化遺産専攻、龍谷大学文学部歴史学科考古学専攻、大阪大
学文学研究科考古学研究室、大阪大谷大学歴史文化学科、大阪市立大学文学研究科、関西大学文学部考古学研究室、関西外国語大学、近
畿大学文芸学部文化･歴史学科、大手前大学史学研究所、神戸女子大学文学部史学科考古学研究室、帝塚山大学文学部日本文化学科、天
理大学文学部考古学･民俗学研究室、奈良教育大学文化遺産教育専修、奈良芸術短期大学前園実知雄研究室、奈良女子大学文学部人文社
会学科古代文化学コース

［会 場］ 奈良大学 C棟102教室
［日 程］ 平成28年1月24日（日） 13:30～17:00

13:00～13:30 受付
13:30～13:45 開催行事 加藤弘樹（文化庁記念物課長）
13:45～13:55 趣旨説明 坂井秀弥（奈良大学教授）

13:55～14:40 埋蔵文化財保護行政とは何か？ 禰冝田佳男（文化庁記念物課主任文化財調査官）

14:40～15:10 遺跡をまもる仕事－兵庫県の埋蔵文化財保護行政－ 柏原正民（兵庫県教育委員会）
15:10～15:20 ＝ 休 憩 ＝ ※朝来市産業振興部竹田城課へ出向中

15:20～15:50 遺跡をまもる仕事－京都府八幡市の埋蔵文化財保護行政－大洞真白（京都府八幡市市民部課税課）

15:50～16:10 県に入って－和歌山県の場合－ 上地 舞（和歌山県教育委員会）
16:10～16:30 市に入って－兵庫県赤穂市の場合－ 山中良平（兵庫県赤穂市教育委員会）
16:30～16:55 質疑応答
16:55～17:00 閉会行事 坂井秀弥（奈良大学教授）

参加申込は、裏面（申込用紙）により、FAXもしくはE-mailでお願いします（締切1/15）
【担当】文化庁記念物課埋蔵文化財部門 水ノ江・森先 電話（03）5253-4111（内線2879）

遺跡をまもってまちづくり
ｰ明日の埋蔵文化財保護行政を担うｰ

史跡指定記念創作劇
（史跡住吉貝塚･鹿児島県知名町）

特別史跡三内丸山遺跡（青森県）

特別史跡吉野ヶ里遺跡（佐賀県）

子どもが作った古墳説明板
（山梨県南アルプス市）

旧石器時代 縄文時代 弥生時代 古墳時代 古代 中世 近世 近代

発掘された日本列島展イメージキャラクター（画：早川和子）

平成27年度第2回 埋蔵文化財保護行政説明会

史跡竹田城跡（兵庫県朝来市）

基調講演　坂井秀弥



長崎県における報告書のデジタル化と公開について 

長崎県教育庁長崎県埋蔵文化財センター 古澤義久 

 

Ⅰ．長崎県の「全国遺跡資料リポジトリ」事始め 

 2014（平成 26）年 4 月のある日、定例の所内会議において、当時の所長から当センタ

ーのホームページ（http://www.nagasaki-maibun.jp/）のアクセス数を増加するにはどう

したらよいかという議題が挙げられた。その際に、筆者は HP に発掘調査報告書の PDF

版を掲載するのはどうかという意見を述べたところ、「先従隗始」（『戦国策』）の故事にな

らい、筆者がその検討にあたることとなった。 

 その時点で、当センターの HP には、報告書の PDF 版は掲載されていなかった。当セ

ンターの前身の一つである長崎県教育庁原の辻遺跡調査事務所の HP には、『原の辻ニュ

ースレター』という情報誌の PDF 版が掲載されていたこともあったが、サーバの容量の

都合により、途中で公開を停止していた。一方で、壱岐市教育委員会文化財課の HP であ

る「原の辻一支国王都復元公園」（http://www.iki-harunotsuji.jp/）では「原の辻調査成果

データベース」というコーナーで、原の辻遺跡に関する報告書 PDF が公開されていた。

しかし、原の辻遺跡以外の報告書 PDF が公開された事例はまだ県内ではなかった。 

さて、筆者のもともとの専門は東北アジアの新石器時代で、長崎県入庁後は、大陸・半

島との交流の拠点であった原の辻遺跡の調査研究を担当している。そのため以前から調査

研究を目的に、よく韓国へ行っていたのであるが、2000 年代中葉頃には、報告書を PDF

で提供いただくことも多くなっていた。これは 1999 年、金大中政権下の情報通信部（現・

未来創造科学部）が策定・実施した「サイバーコリア 21」（사이버 코리아 21）などに端

を発する国土の IT 化という時流に乗ったものであった。いずれ、我が国でも報告書が PDF

で公開されたり、流通する日が来るだろうと思っていたが、「全国遺跡資料リポジトリ」

が公開されるに至り、その時代が来たのだと強く印象に残ったことがあった。 

そのため、報告書 PDF を公開するに当たっては、自前のサーバで行う方法と、「全国遺

跡資料リポジトリ」にPDFを掲載し、センターHPからリンクを貼るという方法を考えた。

自前サーバで行う方法は、既に容量の問題があることが明らかであったので、「全国遺跡

資料リポジトリ」に参加する方法が最善であるように思われた。 

しかし、当時、九州・沖縄各県が、「全国遺跡資料リポジトリ（広域版）」に参加した事

例は存在しなかった。もしかすると筆者の想定にないデメリットがあるかもしれないと考

え、なぜ「全国遺跡資料リポジトリ（広域版）」に参加していないのか、九州・沖縄各県

に電話照会を行ったところ、その結果はおおむね下記のとおりであった。 

①当該県庁の HP で PDF 全文公開中であるため、リポジトリに参加する必要がない。 

②報告書掲載の写真等の著作権の問題が解決できていない。 

③地元大学を通して既に参加している。 
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④リポジトリを詳しく知らず、参加を検討したことがない。 

 このような当時の

九州･沖縄各県の不参

加理由は、本県の参加

にあたって必ずしも

デメリットになるわ

けではないというこ

とが明確になったの

で、筆者はリポジトリ

参加の方向で動くこ

とに腹を決めた。そこ

で、いわゆる一枚紙

（図 1）を作成し、リ

ポジトリのパンフレ

ットや、九州・沖縄各

県への照会内容を整

理した資料を添付し、

当時の所内やセンタ

ーの所管課である教

育庁学芸文化課に説

明した。その結果、ほ

ぼ無抵抗状態で案が

通った。唯一「大学附

属図書館が運営して

いるという点が何か

引っかかる」という

意見があったが、「これまでの運営体制で問題が起こったことはないし、いずれ奈良文化

財研究所に移るらしい」と説明することで、この懸念も霧消した。 

 こうして、所内・所管課の同意を取り付け、平成 26 年 5 月 8 日付けで島根大学附属図

書館長宛て全国遺跡資料リポジトリ（広域版）参加申込書を送付したところ、5 月 14 日付

けで島根大学附属図書館より ID と password が電子メールにて交付され、無事に全国遺

跡資料リポジトリ参加という運びとなった。 

 
Ⅱ．「全国遺跡資料リポジトリ」・「全国遺跡報告総覧」に係る具体的作業 

リポジトリ参加以前の 2012 年 3 月刊行『原の辻遺跡』長崎県埋蔵文化財センター調査

報告書第 5 集から PDF も納品することが仕様書に盛り込まれており、それ以降、当セン

図 1 「全国遺跡資料リポジトリ」参加に係る説明資料 
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ターで刊行された報告書

の PDF は存在していた。

また、それ以前に刊行され

た原の辻遺跡関係の報告

書 PDF は、壱岐市教育委

員会文化財課がいわゆる

自炊で PDF を作成してい

たので、これを利用するこ

とができた。これらの報告

書は 2014 年 5 月 16 日か

ら「全国遺跡資料リポジト

リ」に登録したが、それ以

外の報告書については、新

たに PDF を作成する必要

があった。 

 新たに PDF を作成する

必要のあった報告書冊数

は約 400 点で、壱岐島内の

印刷会社に裁断を依頼し

た。ちょうどその頃、所内

のコピー機を新しくする

ことになっていたので、

PDF を作成できる機種に

した。そして、このコピー

機を利用して、PDF を作成

し、2015 年 6 月 8 日から本格的に「全国遺跡資料リポジトリ」及び後続の「全国遺跡報

告総覧」に登録をはじめ、9 月 8 日にその時点までのほぼ全ての長崎県教育委員会発行報

告書についての作業が完了した。 

 

Ⅲ．県内市町への広報 

 以上のように長崎県では、「全国遺跡資料リポジトリ」及び「全国遺跡報告総覧」へ参

加することで報告書の PDF 公開がなされたのであるが、このような取り組みを県内の市

町にも周知し、参加を促すべく広報を行っている。毎年、長崎県では 4～5 月に「開発部

局・文化財保護部局担当者文化財基礎研修」として、文化財保護部局担当者が文化財の保

護に関する基礎的な考え方や事務手続きなどの基礎的な知識を習得することを目的とし

た研修を行っている。この研修では平成 26 年度以降、お知らせ（図 2）を研修資料に掲載

図 2 県内市町向け「全国遺跡報告総覧」広報資料 
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し、広報している。 

 

Ⅳ．課題と対策 

 しかしながら、現在、県内では市町単位で「全国遺跡報告総覧」に参加している自治体

はない。それはなぜなのかということが問題となるので、県内市町文化財担当者の幾人か

の方々に電話照会したところ、次のような課題があるため、参加に至っていないという回

答が得られた。 

【課題】 

①「全国遺跡報告総覧」を知らなかった。 

②「全国遺跡報告総覧」は知っているが、日常業務に追われ、対応する余力がない。 

③手続きなどがなんだか複雑そうだ。研修などがあれば良い。 

④最近の報告書は PDF 版があるが、過去に遡及して報告書の PDF 化を行うことが、大変

そうだ。 

⑤個人としては参加するのがよいと思うが、業務として取り組むにあたって、今一つ根拠

が薄い。 

特筆すべきことは、筆者が電話照会した全員が、「全国遺跡報告総覧」は事業としては良

い取り組みだと回答したことで、悪い取り組みだと思っている人は誰もいないということ

である。今回のシンポジウムの副題は「全国遺跡報告総覧のメリットと公開までのハードル」で

あるが、そういう点では、この事業自体には「メリット」しかないし、「ハードル」など何

もないということになる。そうであるにもかかわらず、上記のような理由によって参加に

至っていない事情を鑑みると、その対策は自ずと明らかになってくる。 

【対策】 

課題①については、地道に広報を続けるよりほかない。先に述べた「開発部局・文化財

保護部局担当者文化財基礎研修」などでも広報を行っているが、必ずしも成果が出ていな

い。この研修は基礎的な内容の研修で、文化財行政に携わって日の浅い担当者が多く参加

する性質を持つので、まだ全国遺跡報告総覧の価値に気が付きにくいということも考えら

れる。そのため、今後は、ある程度熟練した文化財担当者が参加する専門研修や県内市町

文化財主管課長会議などでも広報を行い、周知に努めるべきだろう。 

課題②は文化財担当者がわずかしかいない（場合によっては 1 名しかいない）市・町な

どの問題で、なかなか解決が難しいことである。埋蔵文化財の発掘調査と同様に、県の支

援によってカバーするという方法も想定されるが、県にその余力があるか、また、県が特

定の市町について代行した場合、公平性に欠ける対応になるのではないかという問題もあ

る。 

課題③については、ID と password があれば、自分たちだけの作業で完結するので、そ

れほど複雑なものではない。周知広報の際に、具体的な作業の一部を示せば、意外にも簡

単だということがわかるのではないだろうか。 
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課題④については、まず参加して、できる範囲から対応し、折をみて過去に遡及すると

いう方法もあろうかと思われる。 

課題⑤こそ、最も重要で、不参加のネックになっている問題である。裏を返せば、これ

が解決できれば、かなりの数の市町が参加できるようになるという問題である。解決方法

としては、参加を促す通知や協力依頼など適切な形での文書による働きかけが考えられる。

自治体によっては毎年諸状況が変化するので、その通知等の発出は一度だけでなく、不参

加自治体に対して毎年、行うことができれば最善である。 

現状では、「全国遺跡報告総覧」参加については、文化財担当者個人の熱意によってなさ

れている事例が多数ではないだろうか。そうではなくて、組織的な決定を容易にするため、

根拠（＝通知等）に基づいて、参加できるよう充分な配慮が必要だということである。筆

者自身にしても上述のとおり、韓国での経験から早くから「全国遺跡資料リポジトリ」の

存在にも気が付いていたし、参加できればよいなと思ってはいた。しかし、能動的に事を

起こすことはなかった。たまたま、上司から別件での問いかけがあったので、それに便乗

しただけである。そのため、個人的に熱意を持ちながら、参加に向けて動けない文化財担

当者の気持ちがよくわかるので、そうした葛藤を少しでも解決することこそが、参加拡大

の鍵だと強調したい。 

 

Ⅴ．今後の展望 

 長崎県は壱岐、対馬、五島をはじめ、約 900 にも及ぶ島嶼（全国一位、そのうち有人島

は約 70）を抱える海洋県である。当センターも長崎県の埋蔵文化財行政の中核施設であり

ながら、原の辻遺跡を活用した事業展開を見据えて離島である壱岐に所在する。「離島で

も本土部と遜色なく、普く公平に、文化財の価値ないしそれから生ずる効用を享受できる

ようにする」ということは県内文化財関係者であれば誰もが抱いている思いではないだろ

うか。そうした点からみれば、インターネットに接続することができれば、どこでも報告

書に接することができる「全国遺跡報告総覧」は、行政サービス上でも、学術上でも、本

県の特性に合致した非常に有用なツールであるといえる。そのため、今後も県内市町への

働きかけを積極的に行い、「全国遺跡報告総覧」への参加を促し、整備していくことは、

本県の埋蔵文化財行政にとって重要な意義を持つ。 

 以上は本県の実情に関することであるが、当然、各都道府県・市区町村でも同じように

地域の特性があり、「全国遺跡報告総覧」の持つ特性とうまく合致させることによって、

参加についての対内・対外的説明が容易となる。こうした点にこそ地方自治体が主導的に

果たす役割があるのだと考えている。 

 自治体からみれば、文化財の世界においても、地域間競争の時代である。参加自治体が

少なかった頃には、「全国遺跡資料リポジトリ」に参加していることが、公開化が進んで

いるアピールポイントであるともいえた。今となっては「全国遺跡報告総覧」に参加して

いて当たり前なのだという風潮が広がれば、参加拡大に繋がることであろう。 
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青森市における報告書デジタル化と公開への取り組み
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ᙜ⪅ࡀಶே࡛࣮࣒࣮࣍࣌ࢆࢪ㛤タࠊࡋ᝟ሗⓎಙ࠺⾜ࢆάື㸦౛㸸ࠕ㟷᳃㑇㊧᥈ゼࠖЍࡁࡲࡇࠕ

ࡾࡓࡀࡢࡶࡁࡏ࠸ࡢ 㸧ࠖࠋ

ࠉࠗ ⪃ྂᏛ1࠘ࣝࢼ࣮ࣕࢪR����㸦���� ᖺ � ᭶ቑ኱ྕ㸧ࠉỈᒣ᫛ᏹࠕሗ࿌᭩ࡢ㟁Ꮚ໬ � ⪃ྂᏛཬࡧ

ᇙᩥ㛵㐃ᩥ᭩ࡢ㟁Ꮚ໬࡜බ㛤࡚࠸ࡘ࡟ �࡛ࠖሗ࿌᭩ࣝࢱࢪࢹࡢ໬࡟㛵ࡿࡍᥦゝЍẶ࣒࣮࣌࣍ࡢ

��ࠋㄝ࡚᫂࠸ࡘ࡟➼つ᱁ࡶ࡛ୖࢪ࣮�� ᖺࡽ࠿ࢁࡈ඲ᅜⓗ࡟ሗ࿌᭩ࡢ㟁Ꮚ໬ࡀ㐍ࠋࡴ

ᆅ࡜㟷᳃┴ᩍ⫱ጤဨ఍ࢆⓎ᥀ㄪᰝ࠺క࡟㟷᳃୰᰾ᕤᴗᅋᆅࠊࡣ㟷᳃ᕷᩍ⫱ጤဨ఍࡛࡟᫬ᮇྠࠉ

༊ู࡟ศ࡚ࡅᐇ᪋ࠋᙜ᫬ࡢⓎ᥀ㄪᰝሗ࿌᭩ࡢฟ∧ᩘ㸻㟷᳃┴ᩍ⫱ጤဨ఍ ��� 㒊я㟷᳃ᕷᩍ⫱ጤ

ဨ఍ ��� 㒊ࡌྠࠉ㑇㊧ෆ࡛ࡽࡀ࡞ࡾ࠶ㄪᰝᡂᯝ࡚࠸ࡘ࡟ㄪᰝ୺య࡜ࡿ࡞␗ࡀⓎ⾜㒊ᩘ࡜㓄ᕸ㒊

ࠋࡓ࠸࡚࠼ᢪࢆၥ㢟ࡿ࡞␗ࡀᩘ

�����ࠊࡋ㝿࡟Ⓨ᥀ㄪᰝሗ࿌᭩సᡂࠉ 㡫ࢆ㉸ࡿ࠼㸦� ศ෉ ����� 㡫㸧㔞ࠊ࡚࠸ࡘ࡟ሗ࿌᭩ධᮐ

࡟㝿ࡢ 3') సᡂࢆ௙ᵝࡾ┒࡟㎸ࡴᙧ࡛ᑐᛂࠋࡓࡋ

('3ࠉ సᡂ࡟㝿ࠊࡋᙜ᫬ห⾜ࡓ࠸࡚ࢀࡉ᪫ᕝᕷᩍ⫱ጤဨ఍ ����ࠗ⚄ᒃྂ₺ �� 㑇㊧ 㸦࠘໭ᾏ㐨᪫

ᕝᕷᇙⶶᩥ໬㈈Ⓨ᥀ㄪᰝሗ࿌➨ �� ㍴㸧➼ࢆཧ⪃࡟ 0$67(5㸦෌༳ๅྍ⬟㸧࡜㜀ぴ∧ࡢ㸰✀㢮ࢆ

సᡂࠋࡓࡋ

���༳ๅ㸦ࡢ⣬፹యࡣ࡚࠸ࡘ࡟ሗ࿌᭩ࡢ⾜㟷᳃ᕷᩍ⫱ጤဨ఍หࠊ௨㝆ࠉ 㒊㸧௨እ࡟ 3') ࢱ࣮ࢹ

ࡣᐃ୍࡛ࡶࡋࡎᚲࡀసᡂ⎔ቃࡢ⪅༳ๅᴗࡢᙜ᫬ࠊࡋࡔࡓࠋࡓࡗ࡞࡟࠺ࡼࡿࢀࢃ⾜ཎ๎ࡀసᡂࡢ

ࡿࢀࡉసᡂ࡚ࡗࡼ࡟⪅ᢸᙜࡓࡅ࠿ࢆⓎὀࠊࡃ࡞ 3') ࠉࠋࡓࡌ⏕ࡀᕪ࡚࠸ࡘ࡟つ᱁ࡢࢱ࣮ࢹ

青森市刊行済み報告書の PDF 化とホームページ公開

ࠊࡽ࠿࡜ࡇ࠸ࡋ㞴ࡀ㡺ᕸᑐᛂࡸቑๅࠊࡃከࡀࡢࡶࡓࢀࡉ㝈ᐃࡀ㓄ᕸ㒊ᩘࠊࡣሗ࿌᭩ࡢࡳ῭⾜หࠉ

」෗౫㢗ࡀࢫ࣮ࢣࡿࢀࡉከࠊࡃ஦ົసᴗୖᨭ㞀࡛ࡇࡑࠋࡓ࠸࡚ࡋࡓࡁࢆᖹᡂ �� ᖺᗘ࡟᪤หࡢ

ሗ࿌᭩ �� ෉࡚࠸ࡘ࡟ 3') ໬ࡿࡍసᴗࢆᐇ᪋ࠋࡓࡋ

ࠋࡿ࠶࡛ࡾ࠾࡜ࡢ௨ୗࡣసᴗᡭ㡰ࠉ

సᡂ㸧ࡢࢶ࣮ࣃഛ㸦‽ࡢ✏ձཎࠉ

$㸸ᮏᩥࢺࢫ࢟ࢸࡢ໬ࠉሗ࿌᭩ࡢᮏᩥ࡟࣮ࢼࣕ࢟ࢫࠊࢆ௜ᒓࡿ࠸࡚ࢀࡉ 2&5 ࡳㄞ࡛ࢺࣇࢯ

ࠋ໬ࢺࢫ࢟ࢸࠊࡾྲྀ

%㸸ᅗ∧࣭෗┿ࢱ࣮ࢹࡢ໬㸦⏬ീ㸧ࠉሗ࿌᭩ࡢᅗ∧ࡸ෗┿ࢺࣇࢯࢳࢵࢱࣞࢺ࢛ࣇࢆ㸦⏬ീ⦅
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㞟ࢺࣇࢯ㸧࡛ㄞࡳ㎸ࢱ࣮ࢹ࣮ࢱࢫࣛࠊࡳ໬ࠋ

&㸸⾲ࢱ࣮ࢹࡢ໬᭱ࠉ㏆ࡢሗ࿌᭩࡛ࡀ⾲ࠊࡣቑࡿ࠼ഴྥࢱ࣮ࢹ࣮ࢱࢫࣛࠊࡾ࠶࡟໬࡜ࡿࡍ

㔜5&2ࠊࡵࡓ࠺ࡲࡋ࡚ࡗ࡞ࡃ ࠋ෌⦅㞟࡛ࢺࣇࢯ⟭ィ⾲ࠊ࡛ୖࡓࡗྲྀࡳㄞ࡛ࢺࣇࢯ

ղ⦅㞟సᴗ

ࡾ࠾࡝ሗ࿌᭩ࢆࢶ࣮ࣃྛ࡛ࢺࣇࢯࢺ࢘࢔࢖ࣞࢪ࣮࣌ࠊୖࡢഛ‽ࡢࢶ࣮ࣃྛ࡝࡞∧ᅗࡸᮏᩥࠉࠉ

ࠊ୍ࡣ࡚࠸ࡘ࡟ሗ࿌᭩ࡿࡍ᭷ࢆ⾲ṇㄗࠊࡓࡲࠋࡅ௜ࡾ๭࡟ 㒊ಟṇࢆᐇ᪋ࠋ⦅㞟సᴗࡢ⤊஢ᚋࠊ

3') ᙧᘧ࡟᭩ࡁฟࠋࡍ

　作業環境（平成 14 年度〔2002 年〕当時）

　　OCR ソフト：EPSON　読ん de!! ココ　および　メディアドライブ株式会社 e.Typist

　　表計算ソフト：Microsoft Excel

　　フォトレタッチソフト：Adobe Photoshop

　　ページレイアウトソフト：Adobe PageMaker

ࡓࡏࡉసᡂ࡟⪅༳ๅᴗ࡟㝿ࡢሗ࿌᭩సᡂࠉ 3') ࡵྵࡶࢱ࣮ࢹ �� ෉ࢆᖹᡂ ��㸦����㸧ᖺ � ᭶࡟

㟷᳃ᕷࢪ࣮࣒࣮࣌࣍ࡢ㸦ᩥ໬㈈ᢸᙜ㒊㛛࠼ࡋ࡟࠸ࠕ㟷᳃ 㸧ࠖୖ࡛ሗ࿌᭩ࢻ࣮ࣟࣥ࢘ࢲࡢᥦ౪ࢆ

㛤ጞࠋࡓࡋ

ࠊ࣍ࡋࡔࡓࠉ ࡣࢱ࣮ࢹࡢࡾࡓ࠶ࣝ࢖࢓ࣇ㸯ࠊไ㝈࡛ࡢᐜ㔞ࡢࢪ࣮࣒࣮࣌ ��0% ௨ୗࡀᇶᮏࠊࡾ࡞࡜

኱ᐜ㔞ࡣࢱ࣮ࢹࡢሗ࿌᭩ྡࢱ࣮ࢹ࡜㔞ࠊࡋ♧᫂࡟ୖࢺࢫࣜࢆᕼᮃࡢሙྜࡣ &'�5 ษࡢ⏝㏉ಙ࡜

ᡭࢆῧᩥ࡚࠼໬㈈ㄢࡋ⏦࡟㎸࡟࠺ࡼࡴᑐᛂࠋࡓࡋ

報告書の作成環境の変化

⏕ࡀၥ㢟࡟ࢱ࣮ࢹࡓࡋసᡂ⦅㞟ࡢ⪅༳ๅᴗࠊࡀࡿ࡞␗ࡀࣝ࢖ࢱࢫసᡂࡢሗ࿌᭩࡟࡜ࡈ⪅ᢸᙜࠉ

�㸦,QGHVLJQ⤌∧ࠊ�㸦LOOXVWUDWRU�3KRWRVKRSࢱ࣮ࢹ∧ᅗࡵࡓࡿࡍゎᾘࠊࡾ࠶ࡀ஦ࡓࡌ ┤ࡶ࡝࡞

Ⴀ࡛సᡂࠉࠋࡓࡗ࡞࡟࠺ࡼࡿࡍ

㍍ࡢసᴗ㔞ࡢႠ࡛┤ࠊࡾࡼ࡟ᐇ᪋ࡢ➼ጤクࢫ࣮ࣞࢺࣝࢱࢪࢹࡶ࡚ࡗࡓ࠶࡟ሗ࿌᭩సᡂࠊࡓࡲࠉ

ῶࢆᅗࠊࡁ࡛ࡀ࡜ࡇࡿධ✏ࢱ࣮ࢹཬࡧᡂᯝ࡟ࢱ࣮ࢹࡢᕪ࠸ࡃ࡟ࡌ⏕ࡀ⎔ቃ࡜࡬ኚ໬ࠊࡔࡓࠋࡓࡋ

ᢸᙜ⪅ࡾࡼ࡟ᑐᛂࡾ࡞␗ࡀᡭసᴗ୰ᚰࡢసᴗࡀ㏆ᖺ࡛ࡲṧ࠺࠸࡜ࡿᢸᙜ⪅㛫࡛ࡢᕪࠋࡓࡌ⏕ࡀ

青森市ホームページ更新の停滞

ᖹᡂࠉ �� ᖺᗘ㸦���� ᖺ㸧௨㝆ࠊ⫋ဨ࡟ື␗ࡢకࢪ࣮࣒࣮࣌࣍࠸᭦᪂ࠊࡾ⁫ࡀ௚ᴗົࡢ⦾ᛁ࡟కࠊ࠸

ሗ࿌᭩ࡢࢺࢫࣜࢻ࣮ࣟࣥ࢘ࢲࡢ᭦᪂ࠋࡿ࡞ࡃ࡞ࢀࢃ⾜ࡶ

全国遺跡資料リポジトリ・全国遺跡報告総覧への参加

ᖹᡂࠉ �� ᖺᗘ ����� ᖺ㸧�� ᭶ � ᪥௜࡛ࡅཧຍࡢ౫㢗ᩥࠝᐇ㝿ࠊࡣ����� ࡼᓥ᰿኱㝃ᒓᅗ᭩㤋࡟

㟁ヰࠞЍᖹᡂࡾ �� ᖺ �� ᭶ �� ᪥௜ࡅ㟷ᕷᩍጤᩥ➨ ��� ྕ࡛ཧຍ⏦ࡋ㎸ࠊࡳ�� ᭶࣮ࣟࣉࢵ࢔࡟

ࠋ㛤ጞ࣭බ㛤ࢻ

ࡢሗ࿌᭩㸰෉ࡓࢀࡉసᡂ࡟᭦᪂೵⁫᫬ᮇࢪ࣮࣒࣮࣌࣍ࠉ 3') 㟷᳃ᕷ࡜௳ࡿ࠸࡚ࡋᾘኻࡀࢱ࣮ࢹ

ሗ࿌᭩ࡢ⾜ᪧᾉᒸ⏫หࡢ๓ేྜ࡜ �� ෉ࠊ࡚࠸ࡘ࡟ᓥ᰿኱Ꮫ㝃ᒓᅗ᭩㤋࡛ 3') ໬ࡢᑐᛂ㸦&6, ጤ

ク஦ᴗ㸧ࠋᖹᡂ �� ᖺᗘึ㢌࡟බ㛤ࠋ㟷᳃ᕷࡣ࡛ୖࢪ࣮࣒࣮࣌࣍ࡢ &06 ໬࡟㝿ࡢࣜࢺࢪ࣏ࣜࠊࡋ

㸦ᩥ໬ࡓࡋᗫṆࡣࢻ࣮ࣟࣥ࢘ࢲࡢሗ࿌᭩ࡢ࡛ୖࢪᕷ࣮࣒࣮࣍࣌ࠊࡅ௜ࡾ㈞ࢆࢫࣞࢻ࢔ࡢࢺ࢖ࢧ

㈈࣐࠼ࡋ࡟࠸ࠝࢺࢵࣞࣇࣥࣃࡸࣉࢵ㟷᳃ࠞࢻ࣮ࣟࣥ࢘ࢲࡣබ㛤⥅⥆㸧ࠋ

ᖹᡂࠉ �� ᖺᗘ㏵୰ࠕ࡟඲ᅜ㑇㊧ሗ࿌⥲ぴࠖࠋ⟶⛣࡬ᖹᡂ �� ᖺ �� ᭶ � ᪥⌧ᅾ ��� ࠋබ㛤୰ࢆ௳
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参加のメリット

ձᕷࡢୖࢪ࣮࣒࣮࣌࣍ࡢ㝈ᐃࡓࢀࡉ⎔ቃࡽ࠿ゎᨺࠊࢀࡉᐜ㔞ࡶ኱ྍࢻ࣮ࣟࣉࢵ࢔ࢆࢱ࣮ࢹ࡞ࡁ

ࠋࡿṧࡣࢱ࣮ࢹグ㘓ࡶ࡚ࡌ⏕ࡀ➼⅏ᐖࠊࡵࡓࡿ࠶࡟ሙᡤࡢูࡀࡢࡶࡢࡑࢱ࣮ࢹࠊࡓࡲࠋ⬟

ղྛ✀㛤Ⓨ༠㆟࡛ᒇእ࡛༠㆟୰ࡸ᪋ᕤᴗ⪅ࡢ࡬ㄝ᫂ࡢ㝿ࠊ᪤ ࡢㄪᰝグ㘓➼ࡀ♧᫂ࡢᛴ㑉ᚲせ

ࠋࡓࡗ࡞࡟ᐜ᫆ࡀㄝ᫂࡟どぬⓗࠊࡾ࡞࡜⬟ྍࡀ࡜ࡇࡿࡍ♧ᥦ࡚ࡋࢻ࣮ࣟࣥ࢘ࢲࠊࡶ࡚ࡗ࡞࡟

ճሗ࿌᭩ห⾜ᚋಟṇࡓࡌ⏕ࡀ᝟ሗࠊฟᅵရࡢ෌ᩚ⌮➼࡛ᚓࡓࢀࡽ㏣ຍ᝟ሗࠊሗ࿌᭩ห⾜ᚋ⾜ࢃ

ࠋ⬟ྍࡀ࡜ࡇࡿࡍබ㛤ࠊࡶ࡚࠸ࡘ࡟㏣ຍ᝟ሗ࠺క࡟᭦᪂ࡢṇ್⿵ࡸศᯒ⤖ᯝࡢ㏣ຍࡓࢀ

մ≉ᐃࢆࢻ࣮࣡ࡢᇶ᳨ࡓࡋ࡟⣴ࡎࢀࡲྵ࡟➼ࣝࢺ࢖ࢱࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ࠶࡛⬟ྍࡀ᥈ࡋฟࡀ࡜ࡇࡍ

ᅔ㞴࡞ㄽᩥࡸ㈨ᩱࡶ࡝࡞ᢳฟࠋࡿ࠶࡛⬟ྍࡀ࡜ࡇࡿࡍ

課題

ձ㜀ぴ➃ᮎࡢᛶ⬟ࡸ฼౽ᛶࢺࢵࣞࣈࢱࠝୖྥࡢ➼࣭ࠞ ᝟ሗࡢከᵝ໬ࠝ㸱㹂࣭㹅㹇㹑࣭ື⏬➼ࡢ᝟ሗ࣭ࠞ

㏻ಙ⎔ቃࡢኚ໬ࠝࡾࡼ኱㔞ࢆࢱ࣮ࢹࡢ㧗㏿࡟㏦ཷಙ࡛ࡿࡁ⎔ቃ  ⥲ົ┬ᖹᡂ �� ᖺ∧᝟ሗ㏻ಙⓑ᭩㸸

ᅜ㝿ⓗࡢࢱ࣮ࢹࣝࢱࢪࢹ࡞᝟ሗ㔞ࠉ���� ᖺ⣙ ���=%㸦඙ *%㸧Ѝ ���� ᖺ⣙ ��=% ࠞ ணࢆ኱ᖜቑ࡜

ሗ࿌᭩సࡢ㹎㹂㹄ᙧᘧ௨እࡓ࠼ࡲ㋃ࢆࢫ⣬࣮࣋࡞๓ᥦ࡛㸧ఏ⤫ⓗࡿṧࡣᙧᘧࡢࢫ㸦ᙜ↛⣬࣮࣋ߥ

ᡂ࠸ᢅྲྀࡢ㸦༢ࢱ࣮ࢹ࡟ᙧᘧࡢၥ㢟࡛∦࡙ࠊࡃ࡞ࡣ࡛ࡢࡿࡅ⣲ᮦ࡟༶ࡓࡋ᭷ຠ࡞ᅾࡾ᪉᳨ࡢウ㸧ࠋЍ

ཬᕝ㸦����㸧࡛ᥦ♧࡞࠺ࡼࡿ࠸࡚ࡋ㹂㹀㸦ࢫ࣮࣋ࢱ࣮ࢹ㸧ሗ࿌᭩ࡶࡢ࠺࠸࡜㑅ᢥ⫥ࠋࡘ୍ࡢ

ղ⪃ྂ㈨ᩱࠊࡣᇙⶶᩥ໬㈈࡚ࡋ࡜ᅜẸඹ᭷ࡢ㈈⏘ࡶࡽࡀ࡞ࡋ࡜㈨ᩱࠊࡣࡢࡶࡢࡑ฼⏝ྍ⬟࡞ᑐ㇟⪅

㸧࡝࡞ᴗ⏺⏝ㄒࠋࡿࡂ㸦ᑓ㛛ⓗ㐣ࠋࡿࢀࡉ㝈ᐃࡀ

ࡍࡸࡋ⏝฼࡚ࡋ࡜ᤵᴗᩍᮦࡢ࡬➼ᩍဨ࣭ࡅᏊ౪ྥ࣭ࡅྥ⯡୍ࠊࡶࡽࡀ࡞ࡋಖᣢࡣ㡿ᇦ࡞ᑓ㛛ⓗߥ

ᣑ኱ࡢ㸻ᗏ㎶ࠋ๰タ࣮ࢼ࣮ࢥࡢ࡝࡞ࢶࣥࢸࣥࢥࢬࢵ࢟ࡸ㈨ᩱ㸧ࡢ➼㸦Ꮚ౪య㦂ᩍᐊࢱ࣮ࢹ࠸

ճᴗົ㔞ࡢ⦰ᑠ࡟కࠊ࠸ேဨ㓄⨨ࡢぢ┤࣭ࡋ⫋ဨῶᑡࡀ㐍ࡔࢇሙྜࠊ᝟ሗࡢ᭦᪂ࡸ⥔ᣢ⟶⌮ࡿ⁫ࡀ

ᜍߥࠋࡿ࠶ࡀࢀ⥔ᣢ࡟㛵ࡿࡍ௚ᶵ㛵ࡢࢺ࣮࣏ࢧࡢᚲせᛶࠋ
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質問内容

① . 貴機関刊行の埋蔵文化財発掘調査報告書冊数（市町村合併の有る場合は合併前の自治体を分けてご記載

ください。（※県・県埋文は機関単位）

② .①の報告書のうち PDF 化した報告書の冊数についてご記載ください。

③ .②のデータについてホームページ上などで公開の有無について

1. 公開している（ホームページ名・その他の手段）　2. 公開していない（理由：　　）

④全国遺跡報告総覧への参加は希望なされますか？　1. 希望する（公開時期：）2. 希望しない（理由：）

⑤全国遺跡報告総覧での報告書のデータ公開や報告書のデジタル化に関しての問題点等お気づきの点がござ

いましたら、ご記入ください。
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アンケート結果
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බ㛤᫬ᮇࠉ デジタル化の後＝１機関、未定・デジタル化の進捗に応じて７機関
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結果についての傾向
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࣭ሗ࿌᭩ࡢ෌㡺ᕸ࠸࡞࡝ࢇ࡜࡯ࡀ㟷᳃┴㸦୍㒊༳ๅᴗ⪅ࡀணഛศࢆ᭷ᩱ㡺ᕸ୍ࡔࡲࡣࢫ࣮ࢣࡿ࠸࡚ࡋ㒊࡛ṧ
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①制度的に義務ではなく、一律でないため不平等。（文化庁の指針などに明示があれば対応）

②他に優先すべき業務があり、データ化やアップロード作業に従事する人材や予算を確保できず対

　応している暇はない。

③著作権の権利許諾に関する問題点 (アンケート回答外の意見）

ࡼබ┈ᛶࠋࡿ࠼⪄࡜ࡿ࠶ෆᐜ࡛࡞࠺ࡼࡿࢀࡽࡆᣲ࡚ࡋ࡜ࡘ୍ࡢ⏤⌮ࡶぢ࡚࡟඲ᅜⓗࠊࡣᅇ⟅࣭ពぢࡢ࡝࡞ࠉ
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課題
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ղᮍ 3') ໬ሗ࿌᭩࡟ᑐࡿࡍ⿵ຓ㔠㸦ฟᅵရࡢ෌ᩚ⌮➼ྠ࡜ᵝ࡟㸧㐺⏝ࠋЍᮎ➃ࡢᕷ⏫ᮧ༢఩࡜ࡿࡍ࡟ᑐᛂࡢ
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ճࣝࢱࢪࢹ໬ࢻ࣮ࣟࣉࢵ࢔ࡸసᴗ࡟㛵ࡿࡍ┴༢఩࡝࡞ᗈᇦู࡞࠺ࡼࡿ࡞࡟ཱྀ❆ࡢᶵ㛵ཧධࡢవᆅ࡝࠿࠸࡞ࡀ

ࡸ➼බᩥ᭩㤋ࡸ㸦ᅗ᭩㤋࠿࠺ 132 ࡟я᪤ࠋ㸧ୖࡢ࢔ࣜࢡࡶ➼࠸ᢅྲྀࡢ➼እ㒊⤌⧊㸻ⴭసᶒ࣭஧ḟチㅙ࡝࡞
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そこまで手がまわらない、予算化が難しい。特段市民等から要望がないため。準備できていない。着手できていない。PDF化の作業が未実施のため。

将来的にはデータ化・公開する方向で検討中だが、現状では他に優先すべき業務があり、データ化作業に割く人的資源を確保できていない。郷土

館（無料）で閲覧できるため。（ダウンロードする）ホームページを作成していないため。紙媒体での公開を基本としているため。将来の取扱い

については検討中。理由記載なし 11 機関

データがない。発掘調査報告書等のデータを公開するように義務付けられたら対応したいと考えたい。公開へ向けた体制が整っていないため。

既刊報告書の PDF 化の目途が立っていない。出張旅費がないため。PDF 化の作業が未実施のため。特に検討していない。PDF 化していないため。

公開するにあたっての体制が整っていないため。理由記載なし 5機関

デジタル化を進めます。できる・できないは別として報告書のデジタル化・公開は大賛成。経験上、特に入手が難しい昔の報告書（戦前や終戦後

の大学主体の学術調査、昭和時代の報告書等）に関しては、学史研究の面でも重宝する。全国の自治体が一斉に取り組みを行うなら当市も協力し

たいが、一部の自治体のみであるのなら、利用する研究者・自治体・市民にとって中途半端な感じがし、意味がないのではないかと考えるため、

文化庁等の指針で義務付けたら良いのではないかと考える。市町村ごとの取り組みの差、都道府県ごとの取り組みの差が著しい。PDF の品質がま

ちまちのような気がする。調査・研究や教育利用の環境構築のために行う PDF 化は必要と認識している。現状では PDF 化の緊急性が認められない

と、業務の中では優先順位は低くなる。デジタル化は大いに進めるべきだが、データを公開していれば紙ベースの報告書刊行は不要と流れになら

ないか危惧している（特に予算的な問題で）。記載なし 17 機関

青森県埋蔵文化財調査センターは、刊行報告書 364 冊すべてが PDF 化。アンケート回答機関の 780 冊〔858-78 ＝ 780 冊〕が未 PDF 化。

市町村合併前の報告書を PDF 化している市町村は、1機関 12 冊のみ。ほとんどが合併後の報告書について PDF 化。

30

事例報告　木村淳一



秋田大学 図書館・情報推進課
学術企画担当 高橋 寛
（秋田大学附属図書館）

秋田県におけるセルフアーカイブ移行
に向けた取組について

2

秋田県におけるセルフアーカイブ移行に向けた取組について

１．遺跡資料リポジトリプロジェクト参加の経緯

２．連携大学としてのこれまでの取組

３．大学図書館の現状

４．セルフアーカイブ移行への課題・展望

3

１．遺跡リポジトリプロジェクト参加の経緯

１）遺跡資料リポジトリプロジェクト参加の検討

Ｈ21～Ｈ22 自館サーバでの運用
検討 → 参加見送り
・サーバ設置及び維持管理 ・資料電子化 ・入力作業

H23～H24 NIIの共同リポジトリが利用可能となる
各方面からの要請もあり再検討
学内研究者・近隣大学の研究者
秋田県教育委員会（秋田県埋蔵文化財センター）

検討 → 附属図書館としては参加する方向とした

２）参加準備

学内調整・・・参加する意義，必要性があるのか？
各種申請（NII共同サーバ利用等）

4

１．遺跡リポジトリプロジェクト参加の経緯

３）平成24年度に参加

NII（国立情報学研究所）
共同サーバ上に秋田県版を設置
・平成25年1月に公開
・当初は数件のコンテンツ

連携大学としては21番目の参加

NII共同サーバは利用期限があった。
・・・一抹の不安

5

２．連携大学としてのこれまでの取組

①リポジトリシステムとは？
秋田大学附属図書館で運用している
機関リポジトリ（学術情報リポジトリ）で説明
・国際標準OAI-PMH ・他のデータベースとの連携

１）公開に向けた自治体担当者との協議

6

２．連携大学としてのこれまでの取組

秋田県埋蔵文化財センター
公共図書館ホームページからの公開も検討していた
→ デジタルアーカイブなど

遺跡資料リポジトリ
からの公開

１）公開に向けた自治体担当者との協議
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7

２．連携大学としてのこれまでの取組

秋田県埋蔵文化財センター
メタデータ作成・pdfファイル作成・著作権処理

秋田大学附属図書館
メタデータチェック：csv形式ファイルの中身
同一シリーズ名で同一書名のデータ
発行年の記述不備
当初エラーの内容特定に苦労

pdfファイルの圧縮・分割・フォント埋め込み
遡及分の作業には数か月を要した

２）公開作業

②自治体担当者と大学間で，お互いの業務分担を確認

アップロード エラー

他の自治体とも同様の作業を実施
8

２．連携大学としてのこれまでの取組

３）今後について各自治体への説明

各自治体へ直接訪問（平成26年12月）
①遺跡リポジトリシステムから公開した感想

・ダウンロード数を見て，読まれているという実感
・閲覧希望者にサイトの紹介で回答が可能となった

平成25年

秋田県関係
ダウンロード数
10,536

平成27年

秋田県関係
ダウンロード数
20,396

9

２．連携大学としてのこれまでの取組

３）今後について各自治体への説明

各自治体へ直接訪問（平成26年12月）

②全国遺跡報告総覧への移行
NII共同リポジトリの利用終了
奈良文化財研究所へサーバ移行

特に問題なし

10

２．連携大学としてのこれまでの取組

３）今後について各自治体への説明

各自治体へ直接訪問（平成26年12月）

一定の理解は得られた

③セルフアーカイブへの移行
将来的には各自治体が直接登録する
セルフアーカイブへの移行を目指している

できれば
今のまま・・

11

３．大学図書館の現状

22381

19468 18795 18809 18400 18898

10000
12000
14000
16000
18000
20000
22000
24000

H16 H22 H23 H24 H25 H26

運営費（国立大学全体） （百万円）

21937 21230 20773 20447 20844
21932

10000

12000

14000

16000

18000

20000

22000

H16 H22 H23 H24 H25 H26

資料費（国立大学全体） （百万円）

１）国立大学図書館の現状

3753
3674 3661 3688 3685 3677

1960

1701 1672 1674 1667 1635
1793

1973 1989 2014 2018 2042

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

H17 H23 H24 H25 H26 H27

職員数（国立大学全体）
職員数 専任 非専任

係長

係員 係員

主任

担当A

担当B

担当C担当D

担当E

事務組織の変化（秋田大学）

12

３．大学図書館の現状

２）大学図書館の変化

学修支援

地域貢献

研究支援
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13

３．大学図書館の現状

２）全国遺跡報告総覧に対する調査（2016 年度）※連携大学

1)  6

2) 8

3) 4

4) 0
5) 2 1) 1

2) 8

3) 6

4) 1 5) 4

連携大学の今後の運用方針について
《PHASE2第2段階》 ※概ね2016～2017年度 《PHASE3》 ※概ね2018年度～

1)引き続き大学が代行でコンテンツの登録・管理を行いたい
2)発行自治体等によるセルフアーカイブに徐々に移行したい（大学はそのためのサポートを行う）
3)事務局からの連絡事項の伝達及び新規参加希望自治体へのID発行のみ行う
4)何も行わない
5)その他（コメント） ※コメント内容は省略

14

４．セルフアーカイブ移行への課題・展望

・著作権処理
・登録作業
・電子化

・連携大学として現在のサポート体制を
維持できるのか？

永続的には困難

ハードルを下
げられるか？

1）課題

15

４．セルフアーカイブ移行への課題・展望

理想 → 各自治体による完全セルフアーカイブ

連携大学として
『登録・公開支援』から
『セルフアーカイブ化支援』へ
※当面は現在の体制は維持

説明会の開催

作業内容・メリットの説明
今後の役割の明確化

２）展望

16

４．セルフアーカイブ移行への課題・展望

少なくとも大学図書館は機関リポジトリシステムは
維持・発展させる（秋田大学も同様）

↓
同時にセルフアーカイブ化
に向けたシステム内容など
の情報を各自治体へ提供

登録作業等の効率化

各自治体のセルフアーカイブへの完全移行
連携大学としての役割終了

２）展望

抄録データ入力
全理協の抄録DB
奈文研の抄録DB
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全国遺跡報告総覧に参加するには 

～参加手続き・参加してからしていただくこと～ 

 

＜基本的な流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ご参加にあたって＞ 

１．報告書の電子化 

 本事業では、現在、報告書の電子化作業は行っていません。事前に報告書の電子化（PDFファ

イル作成）をお願いします。報告書の電子化にあたってご注意いただきたい事項等について、以

下の通りまとめていますので参考にしてください。ファイルサイズや OCR 処理については、登

録の効率化や検索の利便性の観点からも重要ですので、特にご配慮ください。 

 １）新規発行分の電子化を印刷業者に依頼する場合 

「全国遺跡報告総覧が推奨する出版時電子化仕様」（資料２） 

 ２）既発行の報告書（冊子）を各機関内で電子化する場合 

   「発掘調査報告書を各機関内で電子化する場合の方法と注意点」（資料３） 

 

※OCR（オー・シー・アール／Optical Character Recognition／光学式文字認識） 

スキャナなどで読みとった印刷された文字を解析して、コンピュータが利用できるデジタルの

文字データとして取り出すこと。これにより報告書内に含まれる文章内の文字検索が可能となる。  

 

２．著作権処理 

 報告書の著作権は、発行主体である自治体等に帰属しますが、総覧での公開にあたっては、（１）

著作物の内容を複製しサーバに蓄積すること、（２）インターネット上で無償公開すること、につ

いてご了承ください。 

なお、自治体の業務として発行した報告書であれば通常自治体に著作権が帰属すると思われま

すが、外部研究者に執筆を依頼した場合などは、自治体と著者、印刷業者間などでどのような権

参加申込書／利用申請書の送付 

登録用ＩＤ／PWの発行 

報告書の登録作業・公開 

申請書類は、総覧の「利用案内」からダウンロードできます。 

申請の受付は当面、島根大学でまとめて行います。 

事務局又は連携大学から登録用のＩＤとパスワードを送付します。 

登録マニュアルに沿って、登録作業を進めてください。 

島根大学のほか、連携大学が登録をサポートします。 
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利処理が行われているかに依存しますので、ご確認をお願いします。必要な許諾は、各発行自治

体の責任において行ってください。  

 

３．登録用の抄録データ 

 総覧への登録にあたっては、PDFファイルとともに、報告書の抄録データ（メタデータ）が必

要です。もともと奈良文化財研究所の報告書抄録データベースの各項目をベースに設計していま

すので、データを流用することができます。抄録データは検索の精度や利便性を向上させる非常

に重要な役割を持ちますので、マニュアル記載の入力規則に沿ってご登録ください。 

 

＜よくある質問＞（※総覧 HPでも公開） 

市町村合併前の旧自治体が発行した報告書も公開の対象となりますか 

合併前に発行されたものであっても、合併後の自治体において所持している報告書は登

録・公開の対象となります。  

登録できるのはＰＤＦファイルだけですか。 

原則 PDFファイルのみとします。ただし、報告書に付属するエクセル形式のデータ集等

はそのまま登録いただけます。  

登録できる PDFファイルに条件はありますか。 

サーバの負荷を軽減するため、登録できる PDFは 1ファイルあたり 100MBを上限と

しています。それを超える場合は、事前にファイルを圧縮するか、分割しておく必要が

あります。なお、１つの報告書データに複数の PDFファイルを登録することは可能で

す。利便性向上のため、PDFファイルは出来るだけ全文OCR処理されているものを使

用し、パスワード等によるセキュリティロックはかけないようにしてください。  

報告書の抄録に記載ミスがあります。そのまま入力した方が良いですか。 

原則、抄録の通り入力願います。ただし明らかに単純な間違いがある場合は、検索の利

便性を勘案し正しい内容で記述しても構いません。  

データを非公開にすることができますか。 

全国遺跡報告総覧では一般公開可能なデータの登録のみ可能です。データを非公開にす

ることや PDFファイルの閲覧に制限をつけることはできません。ただし、登録後の修

正・削除は可能となっています。  

許諾を得られない写真などはどうしたらよいでしょうか。 

報告書中の写真の多くは、記録としての客観的なものであり著作権の問題は発生しない

と考えます。ただし、撮影者の創意工夫が入っており、著作権法第 2条で規定されてい

る著作物にあたる場合においては、著作権者の許諾が必要です。やむを得ない場合は、

該当の部分のみマスクをかけた状態で公開することができます。報告書に個人情報が含

まれている場合も同様です。  
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資 料 編 
 

 

（資料１）都道府県別公開件数／公開機関数 

 

（資料２）全国遺跡報告総覧が推奨する出版時電子化仕様 

 

（資料３）発掘調査報告書を各機関内で電子化する場合の方法と注意点 
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No 都道府県名 公開件数 公開機関数 No 都道府県名 登録数（件） 公開機関数

1 北海道 7 1 25 滋賀県 262 2

2 青森県 144 1 26 京都府 0 0

3 岩手県 305 1 27 大阪府 1,577 35

4 宮城県 965 14 28 兵庫県 182 3

5 秋田県 544 2 29 奈良県 959 17

6 山形県 661 15 30 和歌山県 0 0

7 福島県 0 0 31 鳥取県 286 10

8 茨城県 505 12 32 島根県 1,105 15

9 栃木県 0 0 33 岡山県 613 19

10 群馬県 560 1 34 広島県 69 2

11 埼玉県 128 2 35 山口県 37 3

12 千葉県 0 0 36 徳島県 114 5

13 東京都 0 0 37 香川県 525 13

14 神奈川県 0 0 38 愛媛県 210 2

15 新潟県 61 7 39 高知県 387 25

16 富山県 790 16 40 福岡県 631 2

17 石川県 52 1 41 佐賀県 0 0

18 福井県 0 0 42 長崎県 255 1

19 山梨県 1,040 25 43 熊本県 281 1

20 長野県 2,561 65 44 大分県 2 1

21 岐阜県 168 3 45 宮崎県 1,149 21

22 静岡県 315 5 46 鹿児島県 52 6

23 愛知県 224 2 47 沖縄県 38 1

24 三重県 3 2 合計 17,767 359

*2016/11/11現在

都道府県別公開件数／公開機関数
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2015年 7月 24日 

 

全国遺跡報告総覧が推奨する出版時電子化仕様 

 

作成：全国遺跡報告総覧プロジェクト事務局 

（島根大学附属図書館） 

 

 全国遺跡報告総覧を使って発掘調査報告書（以下「報告書」という。）の公開をご検討される各機

関におかれましたては、今後の報告書を発行される際に、以下の仕様で電子ファイルを作成される

ことを推奨します。また、保存用（高精細印刷用）と全国遺跡報告総覧での公開用の 2 種類のファイ

ルを作成されることをすることをお勧めします。 

 

１． ファイル形式 

ファイル形式は、PDF(Portable Document Format：ISO 32000-1)とする。 

２． 文字 

フォント埋め込みを行い該当フォントの無い端末でも利用できるように配慮する。また、フォント

のライセンスに注意を行うこと、及び検索可能な文字コードを使用すること。 

３． 写真 

ファイルサイズに最も影響を与えるデータのため、公開用は 150dpi で jpeg 圧縮とする。また、

保存用は 600dpi無圧縮とする。 

４． 図・地図 

ベクトルデータが使える場合には、ベクトルデータを使うこと。ベクトルデータを使うことにより、

拡大時に滑らかな表示を得ることが出来る。 

2 値のビットマップ形式は、公開用は 300dpi、保存用は 600dpi とし、複数色を使用するビットマ

ップ形式は、写真に準ずる。 

５． 製版用記号 

トンボ等の製版用記号は取り除き出版ページ単位で１ページを作成する。 

６． ファイル分割 

公開用のファイルサイズが100MB以上の場合には、100MB未満となるように章毎等でファイル

分割を行う。 

７． 目次 

しおりを作成し、目次を設定すること。これにより、該当頁を素早く表示することができる。 

８． その他 

PDF は、スクリプトやマルチメディアファイルを含めることができるが、将来的に不安定な規格

は使用しないこと。また、ウィルス混入に注意すること。 

 

参考） 

J-STAGE運用マニュアル 09.PDF作成指針 http://www.jsce.or.jp/nctam/shishin.pdf 
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2015年 7月 24日 

 

発掘調査報告書を各機関内で電子化する場合の方法と注意点 

 

作成：全国遺跡報告総覧プロジェクト事務局 

（島根大学附属図書館） 

 

１．電子化に使用する機器 

（１）複合機（コピー機） 

 使用する複合機（コピー機）が、単体で電子化機能をどの程度持っているかの確認が必要となる

（Jpeg スキャニング機能だけのものから OCR 付き PDF を作成できるものまであるため）。また、

読み取り解像度は、カラー600dpi に対応するものが望ましい（一部機種では、400dpi の制限有り）。 

スキャニング機能だけの場合には、PCに転送し OCR付き PDFを作成する。 

 

（２）スキャナ 

 電子化には PC を使う必要があるが、画質等細かな設定が可能となる。また、作業には A3 対

応のオートシートフィーダ付きのものが望ましい。 

 

２．スキャニングの条件設定 

解像度は 600dpi とし、ページの情報により 2 値（文字）～カラー（写真）の設定を行う。複合機

の場合には、自動で傾き補正やカラー認識を行えるものもあるが薄い色調のものは誤認識が起

きやすく事前にテストして最適な設定を行っておく必要がある。 

・地図・・・元図の品質が低いため読めない場合がある。 

・トレース図・・・細い線や文字が読み取れないものや、色つきのものがある。 

・写真・・・色の再現が難しくスキャナの違いで大きく異なる。 

・文字・・・拡大時に文字のカスレが起きる。 

 

３．スキャニング作業の手順及び注意点 

（１）裁断可能な報告書の場合 

 ・表紙と本体を外した後に背糊部分(5mm)を裁断しスキャンを行う。 

 ・再製本不要の場合には、表紙を外さずに裁断しても良い。 

 ・針で止められている場合には、針を外す。 

 ・背糊を十分除去しておかないとオートシートフィーダで引っかかることがある。 

 ・表紙・付図は、別にスキャンしたものを該当ページに入れる。 
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（２）裁断不可の報告書の場合 

 ・１ページずつスキャンする。 

・のどが不鮮明になったり、画像データが傾いたりしないよう注意する。 

 

(３)OCR処理 

報告書は固有名詞が多いため、OCR処理の精度は低い。 

 

（４）公開用 PDFの作成 

 Adobe Acrobat を使ってデータを圧縮する。圧縮しても 100MB 以上となる場合は、100MB 未満

になるよう分割する。分割する場合、ファイルサイズは各ページのサイズの総和となるが、各ペー

ジのサイズは内容によって大きく異なるためページで単純に分けることができない。文章主体の

ページはサイズが小さいが、図版等のカラー写真ページではサイズが大きくなるため、分割場所

に注意が必要となる。 

 

＜Adobe Acrobat を使った PDF ファイルの最適化作業＞ 

「アドバンスト」メニューにある「PDFの最適化」により、画像の種類に応じて次の処理を行う。 

・カラー画像 

ダウンサンプル：ダウンサンプル（バイキュービック法）150ppi 

次の解像度を超える場合：150ppi 

圧縮：JPEG 

画質：低 

 

・グレースケール画像 

ダウンサンプル：ダウンサンプル（バイキュービック法）150ppi 

次の解像度を超える場合：150ppi 

圧縮：JPEG 

画質：低 

 

・白黒画像 

ダウンサンプル：ダウンサンプル（バイキュービック法）300ppi 

次の解像度を超える場合：300ppi 

圧縮：CCITT Group 4 
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